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〈要旨 〉

相11谷 la犬

本研究の主要な目的は、現代の都市社会において繰り広げられている人々の日

常活動が時空間の中でどのように組み立てられているのかを明らかにすることに

よって、現代の社会において重要な諜越となっている労働や余暇、家事への活動

参加の問題を考える糸口をさぐることにある。

これからのわが国においてゆとりある生活を築くためには、人々が自分の価値

観に応じてさまざまな活動に参加できることが保障されねばならない。 こうした

目的のためには、われわれの口市の活動がどのようになりたっているのかを笑証

的データに即して実態抱援することが欠かすことができない。

いわゆる職住の分離した tsni形態のために、人々の生活が時間的にも空間的に

も断片化された現代の都市生活は、 1 Bの中で仕事と余暇、家事などさまざまな

活動を遂行することをかなり図灘にしている。 こうした状況は、女性を対象とし

た調査 ・分析を行なうことによって、もっとも明確にその姿を浮かび上がらせる

ことができるというのが、本研究の立場である。

第 I章では、本研究の基本的な問題意識を提示した。 まず、現代の低成長時代

における社会の重要な諜越は、生活の抜かさを個人レベルで実現することであり、

それにはわれわれの日常生活における活動の充実を図ることであるという認識を

表明した。 こうした問題を考えるためには、われわれの日常活動のなりたちを考

察することが不可欠であり、その際とくに女性の日常活動を考察することが有益

であるとの指摘を行なった。 それは、男性の昼間の活動はその多くが仕事で単調

なのに対して、女性の場合には活動の内容が多様であるという理出にあった。

第日章では、本研究の研究枠組みと深い関連をもっている日常活動に閲するさ

まざまなアプローチを慨観した。 それらは、時間収支研究や時間配分理論、生活

時間研究など空間的次元を捨象した研究と、活動への参加のパターンを考察した

活動ノマターノ研究と活動の時間的スケンューリングを考慮した交通需~推計モデ

ル化の研究、人間の活動の時間的 ・空間的)!s続性を強調した i時間地理学的研究の

三つに大別される。同時に、これらの研究の理論的発展の動向をたどることによ
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り、各アプローチにおいて課題となっている問題を嫡出した の ち、本研究の分析

枠組みの特徴を切らかにした。 それは、長期間にわたる活動の iillt，を考察したこ

と、時間地理学における制約概念だけでなくプロジェクト慨念を豆視したこ と、

日常活動のなりたちを説明することを重視したことにある。

立~ m tiでは、 トリップ調査によく JTJl、られている 二つの調査方法を取り上げ、

得られた結果を比較検討した。 まず、調査方法について検討を行ない、とくにサ

ンプリング方法とフォーマットの問題を詳しく論じた。 次に、通常の PT調査と

l日の活動全体についても尋ねる活動刻査によって得られたトリ ップの諸指標を

比較した結巣、次の 2点が明らかとなった。 第 lに、 l人 l日当りのサイクル数、

トリップ数ともに活動調査の方がかなり多かった。 第 2に、外出時間の長さ、時

間帯別外出率、移動距離を前調査で制べると、必ずしも明確な差は認められなか

った。 また女性のサンプルの場合には、就業状態の定義に留意することが必要で

あるとの指摘も行なった。

買~rv 1Jlと第 V輩は、大都市内部と郊外地域における 主婦の日常活動の笑枝分析

である。 活動データを利用し、日常活動が時間的・空間的にどのように生起して

いるのかを、 三つの時間スケールにおける分析から考察した。

まず買irv章では、都市の内部地域に居住する主婦の日常活動の榊迭の把握を目

的とした分析を行なった。 名古屋市東 区に居住する 主婦を対象とした調査を実施

し、主婦の l日の時間配分の類型化を行ない、各類型の特徴をりlらかにした。 つ

ぎに、各類型ごとに 1日の中で生 じる外出行動の特徴を氾録した。 段後に、 i日

単位の時間配分のプロジェクトが、より長JtJJにはどのような榊成を示すのかを考

察した。 その結果、 これらの 3つのレベルの分析から次のような点が明らかとな

った。 第 lに、 1日の時間利mの知型ごとに外出行動の生起する状況がかなり呉

なることが明らかとなった。 第 2に、個人ごとの 4週間の時間利用のプロジェク

トの楠成はかなり多械であることが明らかとなった。 これらの 2.<!'i.から、第 3の

長として次のことを指摘した。 すなわち、 l日の時間利用の類型によって外出行

動が生起する状況は多様であり、 4週間における l日の時間利用のプロジェクト

の摘成はかなり多機であるため、下位のプロジェク卜 (外出行動 )の生起する状

況は、同 一の主婦についてみればかなり多綴であると考えられた。 ただし、そう

した 4週間の中の 1Bの時間利用プロジェク卜の出現には反復性も認められた。

賞jV 'f;tでは、名古屋市東区に隣接する尾猿旭市を調査対象地域として取り上げ

た。 大都市内部地域と郊外地域との比較という観点から;:1irv 'f;tとほぼ同様の手順
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で分析を行なった給梨、 i日の時間利用の類型として第 rvT;iの結果に対応する 6

つの鎖型が拘1I出された。 トリップ数について検討すると、 i日当たりトリ ップ数

やサイクル数については若干の数値の迎いは認められたが、各類型ごとのトリッ

プ数やサイクル数、多目的トリップの比率などの面では全般的にかなり似ていた。

時間fil別にみた活動の推移は、大都市の内部地域に比べて内戦のサンプルが多い

こともあって、自宅での 「労 働」が相対的に多い結果となった。 外出先の位位は、

大都市の内部地域と郊外地域という差異を級も明瞭に反映し、尾張姐市では全般

に都心や自地区で活動が行なわれる割合が低く、その他の地区で活動が行なわれ

る糾合が高いという結民が得られた。 これは、名古屋市点区の調査対象地峡は都

心の商業中心に隣接しているのに対して、尾狼}也市の刻査対象地域は初心商業地

域からかなり離れていることの原因があると与えられた。 4週間の時間利用額型

の出現の曜日ごとの規則性をシミュレーションによって倹討した結果、ここでも

4週間を通じた時間不UHlに続日ごとの規JlII性がみらた。

第 VI翠では、第 TV$'と買1v mでの こつの地域における女性の日常活動の分析か

ら得られた結果を整理し、長期的な動態の視点から再解釈を試みた。 その結果、

次のような点が明らかとなった。 まず第 lに、時間利用の 6類型を様式図の中に

位置付けて、次のような解釈を与えた。 都市における女性の日常活動は、高度成

長期以前には男性の日常活動のパターンに近い B型のプロジェク卜を選ぶかそれ

とも在宅時間の長いプロジェクトを選ぶかという選択しかなかったものが、戦後

の高度成長期に拡大した女子のパートタイム雇用によって、 B型に近い D型のプ

ロジェクトが社会に広く普及するようになった。このプロジェクトは、長期的に

見れば他の時間利用類型と両立可能であり、これが都市における女子労働力率を

高めることにつながったと考えられる。 第 2に、 3年 l飽をii!iじたトリップ数やサ

イクル数の変動は、もしその人に就業状態やライフサイクル上での変化がなけれ

ば、きわめて小さいことが明らかとなった。 それゆえ、 トリップの発生は長期的

にはかなり安定していると言えよう 。 また、サイクル数やトリップ数に時系列的

変動に対して、就業状態の変化よりもライフサイクル上の変化の方が大きな彫響

を及ぼしていることも指摘しておいた。 第 3に、既婚女性の就業経験をライフサ

イクルや居住歴と合わせて倹討すると、ライフサイクルを経るにつれて女性の帳

場経験の回数は士甘えており、女性の労働市場への参入 ・退出がかなり頻繁である

ことを意味していた。その場合、結婚や出産を契機とする就業状態の変化に比べ

ると、転居を契機とした就業状態の変化は小さいことが明らかとなった。
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第四章では、都市における女性の日常活動の時空間械造の分析が、加市で生活

する女性の現実に他えている問題を検討する上で有効であることを 示す事例とし

て、郊外地域における保育サービスの問題を取り上げて考察した。調査の対象地

域は名古屋市の束却に隣接する愛知県 U進町である。 日進町に居住する乳幼児を

他えた妥にとって就業にネックとなっている問題は、保育所の IHJ閣時 11Uと送迎の

|問題であることを指 11耳した 。 これらの不ックを解消する純~として、 1 ) 延長保育

の拡充および保育所の駅前立地の促進による保育所サービスの利便性の向上、 2)

オフィスの郊外分散の推進による通勤時間の短縮、 3)フレックスタイム制など柔

軟な労働時間の推進による夫婦の活動時間の柔軟化、 4)オフィスに保育施設を併

設するリンケージ政策の推進を通じた土地利用の混在化、などの施策の有効性に

ついて、日常活動の考務に基づいて吟味した。

1fdlll 主主では 、 前章までの検討結よI!，を~約し、今後に残された記長組について若干

の考察を行なった。

また術論においては、わが国における女子労働の現況を地域レベルでfE握する

ために、全国における女子労働力の趨勢を棚似し、都道府県における」王子労働力

率の地域差の要因を多変:@:解析によって分析した。 その結果、過去30年間に都市

部では女子就業率は上昇傾向にあり、反対に};:!村部では低下傾向にあることがわ

かった。 それゆえ 、 いわゆる M字型の年齢別女子就業率のプロフィールは都市部

・股村部とも以前に比べてより IljJf僚になってきた。 また、主回帰分析によって地

域的変動の要因を分析すると、 15~ 24放の年齢層では地域差を説明する要因が明

磁には認められなかったが、 35~ 44成や45~ 55放の年齢層では都市であるか 股村

であるかが女子労 働力の地域差を説明する段大の姿因であった。けれども、 20年

前に比べると都市と股村の差は明憾でなくなりつつある。 /j(に、大都市における

女子就業の状況を名古屋市を事例として取り上げて、その就業補i宜や通勤ノfター

ンについて検討した。 女子の就業械造に大きな影響を及ぼしたのは製造業の郊外

診転による都市内工業の衰退であり、その結果、女子の産業別就業分野にかなり

大きな変動が生じた。女子の通勤は男子よりも短い距離であることが特徴である。

これを詳しく検討すると、若年の広子の場合には通勤距離は男子とよく似ている

が、中高年の女子は家族従業者として就業する割合が高いため、通勤 ~ê 献が男子

よりもかなり短いことが明らかとなった。
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A Spatio-temporal Analysis of Women's Daily Activities 

in Metropolitan Areas 

Hiroo KAMIYA 

主豆豆TR主主Z

This study attempts to explain how people do their 

activities in cities and to reconsider the problems which prevent 

them from participating in work， leisure and domestic activities. 

工n the coming Japanese society， in order to achi巴ve th邑

higher quality of life， people should be ensured to engage in 

misce11aneous activities according to their life goa1s. 凶henwe 

shall make up alternative strategies towards such direction， it 

is essential to know the current situation exactly about how， 

what and when people do their activities based on the empirical 

data. 

1n the modern soci巴tywith the functionally differ巴ntiated

urban form， highly fragmented city life posed heavy constraints 

upon people's discretionary activit工es. The author believes that 

such circumstances can be best envisaged by studying and 

analyzing wom巴n'sdaily activ工t工es.

1n Chapter 1， some basic backgrounds of this study are 

described. First， it is suggested that to promote the 

participation into miscellaneous activities in dai1y basis is 

prerequisite for achieving higher quality of life at ind工vidual

level. The necessary step for this purpose is to answer the 

question how our dai1y activi ties are organized in time and 

space. Here in this study， women's activiti巴s in ci ties are 

exam工ned， for men's activities are strongly routinized while 

women's activit工eshave more varieties. 

1nChapter 11， a brief review of the related studies on daily 

activit工esof people is presented. These include 1) time budget 
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study and tim巴 allocationstudy which often ignore the spatial 

dimension， 2) activity pattern study focusing upon the activity 

participation rate， and travel demand research wi th activi ty 

schedule modelling， and 3) time-geographic study emphasizing 

temporally and spatially continuous trajectory of people's doing 

their activities. After tracing the directions of such research 

developm巴nts，conceptual frameworks for this study are presented. 

These are 1) to consider human activities in longer tim邑 span，

2) to employ 'project' concept in time-geography as well as 

'path' concept， 3) to explain how peopl邑 do their activities 

rather than modelling or forecasting. 

In Chapt巴工工工工， survey methods for trip data are examined， 

with comparing two survey methods， i.e. 'person trip survey' and 

'activity survey'. First， the difference in sampling and 

questionnaire sheet format between the two methods is consider巴d

工ndetail. Then， various indicators of travel such as fr邑quency，

trip length， distance and duration are compar巴d，using the data 

set derived from two survey methods. As a r巴sult，higher trip 

rate is observed in activity surv巴y，but there is no significant 

differ巴ncebetween th巴 two as for travel d工stance and activity 

duration out of home. 工tis stressed here that careful treatment 

is necessary wh巴n d巴finingworking status of women. 

In Chapter IV and V， wom邑n's daily activities are 

empirically analyzed. A spatio-temporal analysis is undertaken 

at three diff巴r巴nttime scale. 

In Chapter IV， daily lives of women in the エnn巴r area are 

studied. Data from the Higashi-Ku in Nagoya C工ty工sused. First， 

according to the cluster analysis against time use data， 

characteristic featur邑sof travel and activity for each tim巴 use

type ar巴 identif工ed.Weekly regularityェnthe permutation of the 

S工x types within four weeks is also found. 

In Chapter V， the same type of data from the sample of women 

l工ving in a suburb of Nagoya C工ty is used. Through th巴 same

procedur巴 of ana1ysis as in Chapter IV， the corr巴sponding six 

types of time us巴 areidentified. But women in the suburb tend 

to make 1巴ss trips and to spend more time in work at home than 

those in the inner area. They do their activities less frequently 



in th巴 C.B.D.or areas away from home. 

In Chapter V工， daily lives of wom巴ndescrib巴din Chapter IV 

and V are reinterpreted from the viewpoint of dynamics. Three 

aspects of dynamics are scrutinized. 

工n Chapter VI工， spatio-temporal analysis of women's daily 

activiti巴S 工s applied to the day care servic巴 in a suburb of 

Nagoya. From the analysis through observing the daily activities 

of wom巴nwith young children， various planning implications are 

drawn. Policies such as extending s巴rvice hour of day care 

center， locating day care center near to the railway station， and 

decentralization of office from city center to suburb are 

evaluated and discussed. 

In Chapt巴r VIII， the conclusions of this paper are 

summar工zed.

In Appendix， general outline of recent trend of female 

labour in Japan is provided. A multi regression analysis against 

the reg工onal Labour Force Participation Rat邑 (L.F.P.R.) by age 

group suggests the contrasting factors affecting the reg工onal

variation of female L.F.P.R. among 15-24 age group and 25-64 age 

groups. Job structur巴 of women in Nagoya metropolitan area is 

strongly affected by the decline of manufacturing industry and 

the growth of service industry. Female workers tend to mak巴

shorter trip to their work p1aces than male workers. 
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第[:;，;. Jj;;冶

l はじめに

わがIJ4は、 l人当たり GD Pの水準で兄ても国民の平均必ず)7の占でも、世界の

卜 y プグループに庇するようになった。それゆえ人々は、物質的な泣かさと長芳

を享受できるようになった。戦後の ~jjIJr 成長期の人々は、~かさと生活の安寧を

実現するために汗を流して勤勉に働いてきた。現代日本社会は、こうした先人た

ちの釘力によってi1l成されつつある抜かさという成来を、どのようにして社会全

体の rllで分け合うのかが主要な課題となっている。

こうした世相を反映するかのように、昨今では労働時IlUの短紛が叫ばれている。

しかしー )jでは、残業が減ることによって尖質的な収入の目減りを心配する人々

は、必ずしも時短に積極的な姿勢を見せない。他方では、子供に手がかからなく

なった E似たちの中には、これまで家庭に閉じこもり社会から切り離された生活

にあきたらなくなって、より光;ii;した人生を求めて紙を深す人たちもいる。

こうした状況を冷 I~~ に見ると、人々は!t.き耳l 斐を 1J :)~に見いだしているように

も忠われるし、また職場を離れて友人や家族と n寺聞を過ごすことに見いだしてい

るようにも忠われる。生き巾史とは何か、 l動くことの .11I~ は何だろうか、といっ

た哲学的な議論をここで繰り広げるつもりはないが、!J，¥ft 1J会における日々のく

らしの中で仕事に illわれる生活や家庭での家 )iや育児に追われる生活に、人々は

何となく~かさを実感できないのではないだろうか。

人々がどんな活動にどれくらいの時間を 1'(やすかという n:J泊は、一見したとこ

ろ、 地山学的な問題とは Jlli関係に思われる。しかし、 人々の生活が実際に繰り広

げられるのは、現実の空 H日の上において他ならないのである。峨場やさまざまな

l商業 ーサービス純設等と住居の相対的位 i花関係や、それらを互いに結びつける道

路織や交通機関の如何によっては、 活動が円滑に行なえなくなるのである。それ

ゆえ、現実の空 間 において人々が毎日行なっている活動は、きわめて地理的な要

素をはらんでいるのである。

現代初Iili ~ IiUの特色の一つに若しい機能分化の発達があることは、ここで指摘

するまでもないであろう。いわゆる職住の分離した都市形態は、毎日の通効を必

要不可欠なものにしているし、商品やサービスを購入するためにも、人々は庖締

まで移動しなけ れ ばならない。目頭に述べたように労働時間の短縮の問姐や、中

高年火性の就業の(1:)泌が、たんに労働時間と余暇 n寺問をどのように ;1，'1)り振るかと



いうことがらにとどまらないのは、まさにこの点にある。すなわち、たとえ実質

賃金に目減りが起きないことが障されたとしても、労働時間の減ることによって

増大した余暇時間を有効に使うためには、余暇を過ごすための範設が自宅周辺に

なければならないだろう 。ま た、郊外に住む中高年女性が働くことを望んだとし

ても、適当な就業機会がその人の通える範凶内になければならない。

このように考えると、われわれの日常的な活動は、時間的な問題だけでなく、

空間の問題とも密接に絡んでいることが理解できょう。本研究が目指すのは、こ

うした人々の活動のなりたちを解明することである。 ところが、われわれがふだ

んほとんど意識することなく行なっている活動に関しては、あたりまえのことが

らであるだけに、なんとなく分かっているつもりであっても、それが現実にどの

ような権迭を持っているのかを実態として正磁に促えていないのではないだろう

か。

自宅から電車に乗って会社に通勤し帰りがけに職場の同僚と飲み屋に立ち寄っ

たり、整に通う子供を駅まで送る帰りにスーパーで貨物をすませるといった普段

の活動は、ごく日常的にわれわれが経験していることがらである。その際にわれ

われは、それぞれの活動Jに費やす時間を無駄なく使おうと意議することはあって

も、活動する場所を効率的になるように配置しようとすることは少ないであろう 。

このように考えていけば、日常の活動を行なう際には， その l順序と活動に従事す

る場所|自の位置側係がきわめて重要なことがわかるだろう 。 本研究が活動の空間

的側面、あるいは時間的側面だけに着目するのではなく、時間と空空間の両方の

次元から分析しようとするゆえんである。

本研究では、人々の日常活動を考察する際に、分析の対象の焦点をおもに女性

に当てている。これは、現代社会における労働や余暇の問題は、女性を抜きにし

て語ることが難しいからである。 この点に関してもう少し具体的に考えるために、

日本企業の経営の問題と高齢化社会の問題をとり上げて論じてみよう 。

わが国の経済的繁栄を支える日本企業の経営に関して、近年活発な議論が交わ

されている。 日本企業がオイルショック後もすぐに業績を回復し、良好なパフォ

ーマンスを示すようになった原因をめぐって、 一つの論点として、わが国の企業

の雇用体系が生産の変動にも柔軟に対処できるフレキシブルなしくみを持ってい

るという主張がなされている(小池， 199 l)。 こうした主張に対しては、さまざまな

批判が投げかけられているが(野村， 199 3 :大沢， 19 9 3)、その論点は、終身雇用 ・年

功賃金などのいわゆる日本的雇用慣行は大企業男子就業者にしか当てはまらず、
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こうした恩忠の枠からかなりの数の女子就業者と中小企業男子就業者が外れてお

り、後者の存在こそ が 日本における柔軟な雇用調整を可能として いるというもの

である。 ここではこの論争の細かな論点には 立 ち入らな いけれども、ここで指摘

しておきたい点は、日本経済の良好なノfフォーマンスというマクロな経済現象の

中にも、 主婦の就業やサラリーマンの労働時間の問題が密接に関係している点に

ある。

急速に進むわが国の高齢化の問題についても、マスコミ等で盛んにとり上げら

れていることがらであり、とりたてて詳しく論じるまでもないであろう 。今後さ

らに商船化が進むと予想されている 21世紀にむけて、年金や福祉を適切に運営し

ていくには、家族の役割にこれまで以上に注意を払わねばならなし、(宮島， 1992)。

そうした際に再認識が求められている家族の役割とは、経済分析においてしばし

ば扱われているような生計の単位としての家計ではなく、同じ屋根の下で寝食を

ともにし、余暇を過ごし、病に倒れたときには看護しあう家族の安である。 こう

した家族像から導かれる家族の紐帯は、表現を変えて 言 うならば、家族が同じ時

間に同じ場所で活動を行なう単位であることに他ならな L、。 しかしながら、夫と

妻、親と子が家庭内であるいは外出先で揃って活動をする際にも、男性と女性の

聞には何がしかの形での役割分担が存在しているのである。

上の 二つの事例からも、現代社会において、男女の役割の問題が大きな比重を

占めていることが分かるだろう 。 本研究は以上のような認識に基づいて、現代都

市で生活ーしている女性の B々の活動に焦点を当てようとするのである。

2 本研究の目的と意義

本研究の目的は、都市において日々の 生活を送っている人々の活動、とくに女

性の活動に焦点を当て、その日常活動が時間と空間の次元においてどのように組

み立てられているのかを切らかにすることにある。 その際に、時間と空間を別個

の独立した次元としてではなく、相互に影響を及ぼしあう密接な軸として考える

ことで、日常活動を総体として錠えることができるであろう 。 こうした日常活動

を総体として犯握する手法として、本研究では時間地理学的アプローチを採用す

る。 時間地理学的アプローチを用いた本研究の分析枠組みに関しては第 IJf，iにお

いて詳述するが、このアプローチによって、上に述べたような都市に生活する女

性の日常活動の杷握がどのように可能かを簡単に述べてみる。

現代の都市空間における機能的な地域分化によって、夜間の活動(常住人口)

n
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においても昼間の活動(昼間人口)においても、地域はひとつの機能に純化しつ

つある。 そのため人々は、日常の活動を進行するために毎日の生活の中で診動し

なければならな L、。 けれども人々は、粒子のように昼間の活動と夜の活動のとの

聞でランダムな離合集散を繰り返しているわけではない。言 い換えれば、通勤圏

とか商圏、情報濁などといった指標によって拙かれる溜域情造をどれだけ積み重

ねたとしても、地域の中で暮らしている人の哀の資は得られないのである。 人々

は、 l日24時間のなかで、就業したり貨物をしたり余暇の時間を過ごしているの

であり、 l日の生活は途切れることのない活動の連続として拙かれる。 そして、

人々の化活動の述絞を抱慢するための手法として、時間地理学的なアプローチが

有効性を持っているのである。 このアプローチによって、個人は空間と時間な中

を移動する軌跡として儲かれ、家庭における家族機成員が鮪った活動は、こうし

た軌跡が時間的 ・空間的に収数している状況として捕かれる。

女性の活動 に着目 することの意義は、職場と家庭が分離した現代の都市社会に

おいて、その活動の時間的 ・空間的な配置あるいは調設が難しくなりつつあるか

らである。 さらにまた、今のところわが国の現状では男性の場合には仕事が昼間

の活動の大部分を占め、平日に外出した弱合に行なわれる活動は職場に関連した

ものがほとんどだからである。そのため、児性の活動を考察するだけでは、家族

の本当の獲が見えてこないと思われるからである。こうした状況を把握する際に

も、時間地理学における時空間の制約概念を活用することによって、把握が容易

となる。 また、社会て'暮らす人々に対して現代の社会・経済制度が提供している

活動の選択肢を、時間地理学で言うプロジェクトの ーっとして抱援することによ

って、時空間において生起する活動を総体として捉えることが可能となる。

この点で、女性の活動内容は男性に比べて多様性に富んでおり 、 都市の中で展

開される活動全般を把復するのに適しているであろう 。 本研究では、 モデル化な

ど数量的予測を行なうものではないが、機能分化の発達した都市空間において、

人々がどのように日 常の中で活動を時 間的 ・空間的な l順序で遂行しているのかを

とりあえず実態犯援するという作業は、われわれの生活の成り立ちを再検討し、

労働時間の短縮やこれがもたらす余暇社会、さらにまた高齢化社会における活動

の調箆方法にまつわる問題に対して洞察を得ることができるであろう。

さらにもうーっつけ加えておかねばならない点は、 本研究全体を通じて、活動

の選択肢が多いことが人々の生活の豊かさにつながるという考え方を踏 襲 してい

ることである。 この考え方は、スウェーデンの社会政策を貫いている認識方法で
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あ り" 、スウェーデンの地理学者である 11証gerstrandが編み出した時間地理学のア

プロ ーチ にも色濃く反映されているからである。

スウェーデンの社会政策における考え方は、もちろん社会民主主義の理念を受

け継ぐものであるが、/j(のように簡単にまとめられるだろう 。 マクロレベルで一

定以上の生活水準を磁保した国にとって、つぎなる目標は個々の人々の生活水準

の向上をはかることになるであろうが、分配の公正さをあくまで追求しようとす

ることは、 一方で個々人の多様な状況を無視することにもつながりかねない。言

い換えれば、社会的平等の追求が個人の自由を制限するという帰結をもたらす可

能性がある。 そこで社会的公平を維持しつつも個々の人々の意志に対応するため

の方策として、人々をとりまいている制約を緩和することによって選択肢を地加

させ、活動の多様な可能性を保障することが適切な方法であるという考え方が生

まれるのである。 言い換えるならば、個人の自由を最大限に尊重しながら、同時

に不平等の解消にも努めようとする折衷案的な方策であると考えられる。

本研究の分析の対象である女性の日常活動に即して 言えば、既婚女性の就業は

もし本人が望むなら選択肢として保障されるべきであろうというものである。 こ

れを地理的な|問題として表現し直せば、就業に際して障害 となっている物的 ・社

会的障害を取り除くことによって、就業するか余暇や家事に時間を 費やすかとい

った活動の選択肢の隔を広げることが、より豊かな社会につながるという考え方

である。 こうした考え方は、幼児を飽えた女性の日常の活動に分析の焦点を絞り 、

女性就業を容易にするための政策オプションを考察した第河章にもっとも明瞭に

表れているだろう 。

3 本研究の機成

本研究は、全体で 8章および術論から構成されている。

本第 I章では、本研究の基本的な問題意識の提示をしたのち、研究全体の目的

と意義について述べた。

第 rriitでは、日常活動に l刻するこれまでの研究を展望し、本研究の依拠する時

間地理学的枠組みの概略を紹介したのち、これまでの先行研究と比較してどんな

点に特徴があるのかについて述べる。

:lf'; III章は、本研究で使用する活動データの特色について考察を行ない、既存の

データと比較することにより、その特徴を明らかにする。 これによって、従来の

トリソプ調査の基づいた都市における活動の分析との迷いが明確にされる。 また、
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短時間就業の多い女性の場合には、就業者の定義がrglll!iとなる点も明らかにされ

る。

第 IVT;iと第 V章は、大初市内部と郊外地域における主婦の日常活動の実証分析

である。 活動データを利用し、日常活動;が時1倒的 ・空間的にどのように生起して

いるのかを、 三つの時間スケールにおける分析から考察する。 第 W 章では、大都

市内部地場の事例として名古屋市東区をとり上げて分析を行なう 。 続く第 Vf，'tで

は、名古屋市東区に隣接する尾張旭市を対象地域として取り上げる。 大都市の中

の都市内部地域と郊外地域という異なった地域を考察することにより、両地岐に

居住する女性の日常活 動の時空間 構造がかなりの程度の共通性を持っていること

が明らかにされる。 さらにまた、日常活動の分析のために活動データを別用して、

三つの時間スケールにおいて時間的 ・空間的に分析する本研究の手法が、対象地

域を問わず有効であることが示される。

穿~V1主主は、!fi IV 'liをと第 vJ;'i:で考察した女性の日常活動パターン を、その長期的

な動態という視点から捉え直す。 そこで言 う日常活動の長期的な動態とは、一つ

には戦後における社会変動という歴史的な視野から見た場合に、 現代の女性の日

常活動がどのように位置付けられるのかという点であり、もう一つは、それぞれ

の女性のライフサイクルの中で観察された日常活動を意味付ける問題である。こ

うした考察とあわせて、 トリップ属性の経年的変動 についても考察を加える。

第四章では、都市における女性の日常活動の時空問機造の分析が、都市で生活

する女性の現実に抱えている問題を検討する上で有効であることを示す事例とし

て、郊外地域における保有サービスの問題をとり上げる。 そして、 乳幼児を抱え

た女性が就業したり地域で 催 される余暇活動に参加することを容易にするために、

女性の日常を取り巻く環境を改善する方策としてどのような政策オプションが可

能かを、時空間分析による検討を通じて考察する。

第咽立では、前ZZまでの検討結果を要約し、今後に残された霊長題について言及

することで全体のまとめとする。

なお補論とし て、 わが国における女子労 働の趨 勢と その地域的な 差異、お よび

都市部における実態について、おもに統計資料の分析に基づいて論じた。 これは、

本研究の分析においては、共通して女性の就業の問題がかなりの重要な要素を占

めているからである。 本論に展開されている議論を理解する上で、 近年の女子労

働の動向とその地理学的な含意の把握は必須の前提条件であるため、 本論におけ

る検討の内容を捕なうものである。本論での議論において、事実確認のためある



いは議論の背景として、術論での考察をしばしば参照しているので、適宜利用し

ていただきたい。

第 I章注

1) こうしたスウェーデンの社会政策における社会観やイデオロギー的側面につ

いては、すでに神谷ほか(1990)において言及しである。

第 I章 参考文献

大沢真理 (1993):r企業中心社会を超えてー現代日本をくゾエンダー>で読むー 』

時事通信社， 247p 

神谷浩夫・岡本耕平・荒井良雄・川口太郎 (1990):長野県下諏訪町における既婚女

性の就業に関する時間地理学的分析，地理学評論 63A-l1， 766-783 
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第rrT;L 日常活動に関する研究の枠組み

本主主は、第四章以降で報告する実証分析が依拠する研究の枠組みを呈示するた

めに、日常活動に関する既存の研究をたどり、これに基づ いて本研究の位置づけ

を行なうことを目的とする。 日常活 動 に関する従来の研究は、必ずしも地理学の

分野だけに限定せず、日常活動の分析の中に時簡を組み込んださまざまな分野の

研究を取り上げる。

具体的に研究を般観する前に、まず、日常活動とは何を意味するのかという定

義や研究史を展望する際の視点を明らかにしておく必要があるだろう 。 われわれ

の日常活動は、睡眠、食事、家事、余暇 ・休養、就業・就学ーなどさまぎまな活動

によって成り 立 っている。 これらの活動は、 1日が24時間であるという制約と交

通や施設の分布などの都市構造の制約によって規定されており 、 時間的次元と空

間的次元のなかで配分されている。 ここではこのような配分繰式を活動ノマターン

と称するこ とにする。

活動パターンのうち、時間配分に 注 目したものを生活時間研究、空間選択に注

目したものを空間行動研究、移動に 注 目したものを交通行動研究として対応づけ

ることは可能であろう 。 当然のことながらこの 3者を包指的に杷握する必要があ

ることはいうまでもないが、既存の研究を展望する最初の足場として、生活時間

研究について検討する。 これまで地理学が主 として対象としてきたのは空間行動

研究であるが、従来の研究では特定の活動とそれにともなう移動のみが断片的に

とりあげられることが多く、また、時閥次元を無視することはなくても意識的に

排除することによって空間的な分析を容易にする傾向があることは否定できない。

そこで次に、時間次元を明 示的に 導入して時空間配分をとりあげた研究を改めて

活動ノfターン研究として 一指してその動向を慨観し、その中で交通行動分析との

関連にもふれる。 最後に、地理学から出発した枠組みとして周辺の諸分野に影響

を与えた時間地理学の展開をふりかえる。

こうした検討ののち、第 2節において、本研究がおもに依拠する時間地理学の

枠組みが それまで述べてきた諸研究の議論の視点 を包侠しうるものである ことを

示し、本研究で分析の対象として取り上げる現代社会における女性の活動を分析

する上で、この枠組みがどのように有効であるのかを述べることとする。

1 . 日常活動に関する研究の系譜



C 1 )生 活時間研究

1)時間収支研究

生活時間に対する関心は比較的古くからあり、 19世紀においてすでに、都市労

働者の生活実態をとらえるための具体的な手段として時間配分に関する制査が行

なわれていた" 。本格的な生活時間分析は、 20世紀になって合衆国の郊外中産階

級のライフスタイル研究に取り入れられたのを端緒とし、 1930年代には大規模な

調査が行なわれるようになった。また、マスメディアの発達とともに番組編成の

資料としても広く役立てられるようになり、イギリスの BB Cでは 1939年から生

活時間調査が実施されている。 わが国でも NHKが 1960年から 5年毎に調査を実

鈍しており、 r N H K国民生活時間調査 』と して知られている。

第 2次世界大戦後になると、労働時間の短紛や大衆余暇時代の到来が予言され

て余暇 ・自由時間への関心が鳩すとともに、工業化や都市化と結びついたライフ

スタイルの変化を生活時間の配分の中に見いだすことができることなどから、生

活時間に対する関心は 一層強まっていった 230 一方社会主義諸国でも、労働時間

の管理が計画経済の策定には不可欠であることから、労働時間の配分にカ煮を置

いた調査が 1920年代より行なわれており、時間収支が社会調査に占める重要性は

むしろ資本主義諸国よりも大きかった。

1960年代になって、ハンガリーの Szala iを中心とする国際比較研究を契機とし

て、東側の労働時間への関心と西側のライフスタイルや余暇、マスメディアなど

に対する関心は結びつけられ、時間収支研究は社会科学の中で広く認識されるよ

うになった 3) 0 Szalaiらは、 1964年から 66年にかけて ftheMulti-National Com 

parative Time-Budget Research ProjectJを組織し、東西 12か国、約 3万人のイ

ンタビュー調査を行なった CSzalai，1972)‘¥

Szalaiらの研究は、理論的な枠組みが未発達であったため、得られたデータか

ら活動砕ごとの平均もしくは総消費時間を求め、それらを直接比較する以上の分

析には至らなかった。 けれども、調査手法やデータの分類 ・コード化など、その

後の調査の指針となるような重要な貢献をした。また、資源としての時間の希少

性を広く認識させるとともに、時間配分の構造は個人の価値鍛を反映したものと

して、 GN Pなどの経済指標では十分に表現しきれない生活の質を反映した社会

指標の開発に、生活時間の配分が取り入れられる一つの契機となった5¥

わが国における生活時間分析のひとつの潮流は、社会学を中心とした生活権造
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論の中にみられる。 そこでいう生活精進とは、生活主体による社会情造への主体

的な関与の総体のことであり、個人の行動と社会の構造や価値体系を媒介 ・接合

するものとして理解される (森岡.1984)。すなわち、人が社会の中で生きていくこ

とは、時間や空間 ・財・サービスなどの社会から提供される資源を自らの生活目

標や価値意識に基づいて型車序していくことであるから、そのような整序化の過程

として理念される生活精進は、個人の主体的な判断の結果であると同時に、社会

の生産様式や文化的規範の反映でもあるというのである。そのなかで生活時間は、

生活空間や財 ・サービスの消費水準である生活水準、資源としての他者あるいは

社会集団とのつながりである生活関係などとならんで、生活を組み立てる諸要素

のひとつとして把握されている。

生活構造論の一つの系譜には、マルクス主義に立脚する貧困研究があり、 1日

の労働や余暇 自由時間の摘成から生活時間の配分を測定することにより、資本

主義生産様式における社会精造の階級的 ・階層的局面を論じた(三浦ほか.1985)。

一方、シカゴ学派都市社会学の系譜をひく分野でも、都市性(ア ーパニズム)を

抱窪する手がかりとして、地域社会が与える生活の準拠枠である生活様式となら

んで、個人の主観的意識によって選択された生活構造に注目する一連の研究がみ

られる(森岡.1984)。最近では、個人 ・世帯 ・地成社会のi皇統的変動過程を重視し

て、生活t荷造の通時的 ・動態的視点を取り入れたライフコース論への展 開 もみら

れる(森岡 ・智弁.1985)。 また家政学の分野でも、社会的に規定された家族や労働

のあり方が家庭経営にどのように反映されているか、その表現手段としての生活

行動の積煩やそれへの時間配分に注目する研究がみられる(伊藤ほか .1984:伊藤 ・

天野.1989)。

2 )時間配分理論

経済学において、時間と財(サービス)との代替関係を認めることにより時間

消費の概念を明示的に導入しようとするアプロ ーチがあり、一般に時間配分の理

論と呼ばれている。時間配分理論を体系化したのは現代シカゴ学派の 8eckerであ

り、 New Home Economics、新効用理論(家計生産論)などとも呼ばれる。

8ecle rによると、すべての消費(家計)活動は、消費の‘対象となる財に加えて

消費のために投入した時間の合成によって営まれているとみなされる CBecker.19

65)。財の対怖に市場価格が諜せられているのと同様に、消 費のための時間は、消

費活動のために収入(賃金)を放棄して投入したのだから、放棄した収入の単位
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時間 あた りの 額に等しいとみなされる (r機会費用 (放棄所得 〉の理論J)。し

たがっ て家計は、 ミクロ経済学の消費理論に登場するよ うな消費単位としてでは

な く、財 と時間を組み 合 わせて各種の欲望を充足する便益 (commodities)を生産す

る主体 と して摘かれる。 消費活動を 生産活動と同列にみなすことにより、通常扱

われているような生産と消 費 という単純な 二分法では促えきれない問題に対処す

ること が可能となった。

Linderは、賃金率の上昇 (生産性の向上 )の結果として時間の希少性が高まる

と、財の消費に多くの時間を 費やすような時間集約的 (time-intensive)消賢か ら、

財の消費時間を短縮できるような財集約的 (goods-intensive)消費へ消費性向の変

化が生じ、また、消費時間の短縮の裏返しとして労働時間が長くなることを指摘

して、所得の上昇は時間窮乏化を招 くと述べている (Linder，1970)。かつて多 くの

家事労働時間 が食事の支度や洗濯といった活動に費やされていたのが、所得の上

昇にともなって包気炊飯務や洗濯機などの家庭一用電器製品に置き換えられ、さら

には外部の家事サービスへの委託が進展するといった家事労働の変質は、時間集

約的消費から財集約的消費への転換の過程 とみることができる。 そしてまた、財

集約的な消費を行なうためにはより多くの所得を必要とすることから、 生産性の

低い家事労働時間は生産労働時間に置き換えられるようになるが、あらたに生み

出された時間の効用を地大させるべく家庭の主婦が社会に進出していく姿は、 こ

のような帰結としての時間の窮乏化をまさに体現しているといえよう引 。

Beckerの議論は、従来経済学の枠内で扱われることが少なかった家事労働や余

暇など、 主 として家計内で行なわれている時間配分に対して経済分析のメスをい

れたものであり、また、開発経済学の立場から第三世界の 子供の労働参加の分析

にも応用されている (人的資本論 ) 1) 0 しかし一方で、家庭の中で賃金率の高い

人 (夫)は家事労働時閥単価が高くなるので家事労働に従事すべきではない、と

いった男女の役割分短を固定化するような結論 (家事育児天職論 )に根拠を与え

るため、 「差別の経済学」、 「資本による生活時間の管理論」 などとの 批判も投

げかけられている (伊藤 ・天野， 1989， pp. 150-165)。

(2)活動パターン研究

1)活動の選択と制約

1970年代になると、時 間次元を導入して活動ノぞターンを扱う 一連の研究が、主

として都市計画学や地理学、建築学の分野で登場するようになる。 これらのうち
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初期の研究には、生活時間調査を踏襲して活動の時間配分に霊点をおく傾向がみ

られるものの、得られた結果の単なる記述に満足することなくパターンの解釈や

モデル化を強く意議した点において、その後の研究の糸口となった。活動パター

ン研究は、大別すると、活動パターンに影響を与える要因として個人の選択 (cho

ice)を重視するか、あるいは行動の制約 (constraint)を重視するかによって分類

することができる。

都市計画の問題の解決に際して住民の生活時間の配分にいち早〈注目し、その

モデル化を試みたのは、 Chapinを先駆となすといってもよいだろう s¥ アメリカ

・ノースカロライナ大学の Chapinとそのクループは、 1964・65年の両年に地元ダラ

ム(Durham)などでパイロ yト調査を行なったのち、 1968年、ワシントン SMSA

で生活時間調査を実施し、 255の活動に対する参加率や平均配分時間を、所得 ・性

別・就業状態 ・ライフサイクルといった属性によって比較した。さらに、ワシン

トンの黒人コミュニティ(1969年)と白人コミュニティ(1971年)で補充調査を

行なったのち、 1974年の著作においてこれら一連の調査の包括的な報告と活動の

選択モデルの提示を行ない (Chapin，1974)、 1978年の論文ではこのモデルにしたが

ってミク口調査の分析を行なっている (Chapin，1978)。

Chapinは活動ノぞターンをモデル化するにあたって、まず、人間の活動を本来的

な需要および基本的需要に見合う所得を用意する活動(義務的活動)と、広範な

社会活動や余暇活動に参加するための文化的 ・社会的 ・個人的に定義された活動

(自由裁量活動〉の二つに分けたうえで、人間の生活環境に対する自己評価は自

由時間における選択行動に反映されるとして、自由裁量活動の時間配分に注目し

た。そして人々の活動選択は、活動を行なおうとする性向 (propensity)と活動を

提供する機会 (opportunity)の二つの要因で決定されるとし、前者の活動の動機と

なるような要因は、さらに、その動機を喚起する (predisposing)要因とそれを抑

制する (preconditioning)要因に分けられるといった図式を提示した。ただし笑際

の分析では環境要因は捨象され、活動主体の動機を説明変数として自由裁量活動

への参加状態(参加率、消費時間など)が解釈されている。

Chapinの研究は、時間配分を中心とした活動選択であって空間的次元は考慮さ

れていないこと、さらに、自由裁量活動の選択が個別に独立して銭われている売

など、現実の生活を包括的に促えるモデルとしては不十分である。しかし、活動

を人々の価値観が反映された選択の表出とみることにより活動の選択の動機を強

調し、その理解を都市計画に役立てようとする考え方は、人間の活動を都市計菌
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の中に積極的に位置づけようとする試みとして評価されてもよいだろう 。

一方、 Chapinらの研究と対照をなすのは、lIagerstrandを中心とするスウェーデ

ノの Lund大学の地理学者らによる研究である。 Hagerstrandを発端とする時間地理

学については次節で詳述するが、そこで述べるルンドグループの時間地理学の特

徴は、活動の選択に際して l時空間の制約を強制する夜にある。 したがって都市計

画に対する考え方も、 Chap i nらの考え方とは対照的に、個人の活動の障害となる

ような諸制約を緩和することに計画の主眼を世くことを主張するものである川。

ChapinとIlagerstrandによる二つの対照的なアプローチは、活動パタ ー ンを理解

するうえでその後の研究を方向づけ、個人の選択 (Chapinモデル)と制約(Ilage 

rstrandモデル)の双方を組み込んだ 「制約下における選択 (choice in the cont 

ext of constraints)J モデルの発展をみるようになった。

ロンドン大学の Cullenをはじめとするクループは、選好や態度 ・刺激といった

内的過程の次元と観察された活動が生起する時空間の状況を結合しようと試み、

個人の毎日の活動はある種のキーとなるエピソードがあたかも動かしがたい杭 (p

eg)のように働くことによってt構造化されており、さらにその構造は環境もしくは

行動空間の中でその人が感じている制約を反映しているとの仮説を提示した (Cul

len and Godson， 1975)。 さらに Cullenは、長期的 ・短期的行動の相互関係を考慮

したモデルを提唱し、毎日の活動ノぞターンの多くは高度にルーチン化されている

ために、単調な生活の繰り返しの中でネガティブな主観的反応 (stress)が蓄積さ

れ、それが新たな活動の選択の契綴となるとする図式を彼露している (Cullen，19

78)。

一方、 Shapcott& Steadmanは、個人の心理的 過程と外的な物理的環境を単純に

結びつける傾向を批判して、個人の行動や選択の幅を制約しているものとして、

食事の時間や労働時間などの文化的に継承され社会的に構造化された時間配分の

規則性に注目した (Shapcott& Steadman， 1978)。多くの人は社会的に体系づけら

れた時間配分の締造の中に自らの時間を抱合させようとし、あるいは整合せざる

を得なくなっており、これらの時間配分の規則性は長期にわたって安定している

から、結局、人々の生活は臼 ・週 ・月 ・年といった時間スケールに応じたルーチ

ンの繰り返しであるというのである。

従来の研究が意志決定者としての個人に関心が集まっていたため、どちらかと

いえば行動の不安定さが強調される傾向にあったのに対し、これらの研究は、よ

り長期の時間スケールや社会的な文脈を視野に入れることにより、意思決定を制
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約する日常生活の精進に安定性を見いだそうとするものとして注目される。

2 )アクティビティ・アプローチ

活動ノfターン研究の特徴は、人々の生活行動を正しく理解し、その認識をさま

ざまな人間行動を扱う分野の実践的な応用に生かしていくことにある。 すなわち、

従来の枠組みにおいて採用されてきた人間行動の諸前提に対し、現実の行動を子

細に観察することからそれへの意義申し 立てを行ない、新たな規則性の体系を把

復することによって、従iiiJの枠組みの改良もしくは再精築を試みようとすること

にある。 ここではその 一例として、交通行動分析におけるアクティビティ・アプ

ローチの展開についてふれてみたい。

交通計画の主要な目標は交通需要の予測にあり、その定量的な予測の精度はモ

デルの恨底となる人間行動に対する認識に依存するが、 1970年代になって都市交

通問題の深刻化の様相が深まるなかで、従来の推計モデルの限界がしだいに露呈

されるようになってきた 10)。 そしで、交通行動を正しく理解するためにはその交

通行動を生起させる人の活動の分析を行ない、生活活動と交通行動との関係を正

しく理解することが必要であるという認滋が生まれるようになり、活動パターン

研究への接近がなされるようになった。 これをアクティビティ・アプローチ (act

ivity-based approach)といい、時空間や個人間の制約の重要性を強調するフレー

ムの中で、 1日の活動織成やその連結状悠といった交通の 生成にとって基本的 ・

線源的レベ ル に焦点をあてることにより、交通行動の意志決定メカニズムの解明

に迫ろうとするものである 11¥

Jonesによれば、交通行動分析には以下のような段階性をみることができる (Jo

nes.1983)。 その第 1は、交通行動をトリップ (trip)ごとに細分して分析するもの

で、通勤、業務、買物などの各目的別トリ ップが、どこからどこへ、いつ、どの

ような人によって行なわれているかなどの点について分析するものである。 第 2

は、自宅を出てから帰宅するまでの ー速のトリップを対象とするトリップチェー

ン(tripchain)分析と呼ばれるもので、それによって多目的行動までをも分析の

視角の中に入れることができる'"。以上の二つの分析レベルはトリップ分析と呼

ばれ、 トリップという計iJllJ可能な尺度に交通行動を還元することで計量的手法に

容易になじみ、モデルの操作に多用されている。

第 3は、同 一個人についての自宅外の活動 (外出活動 )すべてを分析対象とす

るもので、外出活動パターン分析と呼ばれる。 ここで 「外出Jという表現が用い
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られるのは、第一 ・第 二の段階の分析も含めて、資料としてパーソントリップ

( P T)調査データが用いられるためである。 PT調査は、その名のとおり移動

(トリ ップ)のみを把復するものであるか ら、 一定地点にとどまって行なわれる

活動の情報は得られない。 ただしトリップの目的を知ることはできるので、外出

先での活動を推測することはできる。 したがって、少なくとも自宅外の活動につ

いては、推測を交えてではあるが犯援することができ、逆にいえばこれが PT調

査の限界でもある。

第 4は、生活行動パターン分析であり、個人の l日の行動の軌跡を時間軸上に

隙聞なく表現しようとするものである。 自宅内の活動やこれまで推測に頼ってい

た外出先における活動を正確に把握することで、移動 (交通 〉 と活動を 一体とし

て扱い、また、活動間および個人間の結びつきや相互関係を考慮、することにより、

交通選択や場所選択に関して空間・時間・人間関係などによるさまざまな制約を

考慮することができる。

これら第 3 ・第 4のレベルの分析は活動ノfターン分析と呼ばれ、とりわけ生活

の全行動を犯復する生活行動パターン分析はアクティビティ・アプローチの中心

となった。 これは、交通が人間の生活の派生的需要であることを強く意識するも

のであり、交通現象を生活の諸活動から切り離して極度に単純化してとらえてい

た従来のアプローチの限界に挑戦する試みといってもよ" 0 こうした交通行動研

究の新しい試みに対して、時間地理学のアプローチは、個人または世帯の顕示的

な行動パターンを視覚的に捉えることのできる記述的 ・説明的ツールとして、ま

た、活動選択や交通決定に際して個人に{動く諸制約を考察する枠組みとして、斬

新なパラダイムを提供したのであった 1刊。

アクティビティ・アプローチの発達には、オックスフォード大学交通研究所 (T

ransportation Studies Uni t; T S U)による 一連の研究が大いに貢献した。 1974

~ 78年の 5年間にわたる TS Uのプロジェクトでは、時間地理学を含む生活行動

に関する既往研究のm取と詳細なインタビューによる予備調査を行なったあと、
1976年にオックスフォード近郊のバンパリー C8anbury)で活動日誌法 Cactivityd 

1a了y)による本調査を実施 h‘3、それを世般のライフステージによって分析し、さ

らには HA T Sや CA R L Aと呼ばれるシミュレーションモデルの開発を行なっ

Tこ(Joneset al.， 1983)。

ところで、環境や制約を人々が主観的にどう評価し、人々が個人的な状況や制

約条件をどのように調整しているかを、選択の結果から故調l・検証することは因
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難である。そこ で TS Uでは、社会グループとして 1i1小の'11位である家族に注目

して、世帯?における活動ノぞターンがどのように摘造化されているかを明らかにす

ることにした。

彼らは事例調査の中で、I?zのような一般的洞察を得た。 各世待の日常活動は、

極眠や食事などの生理的:1M約の時間によって基本的なスケジュールの骨格がつく

られ、そのうえに仕事や学校に行かなければならないといった制度的な制約が加

わる。 もちろん仕事や学校は特定の時間・場所に拘束されるので、それによって

起床時間や食事の時間に影響を与えるから、生理的制約と制度的制約は互いに補

完的に生活の日常的なルーチンを形成しているが、このような生活の基本となる

ような活動スケジュールは世得によって大きな違いはない。

一方それぞれの家庭では、例えば食事のような特定の活動に対して家族の全員

が顔を揃えるとか、夫は妥の週末の買物につきあうとかいった、個々の世帯?の事

情を反映した制約が個人のスケジュールの調箆を余儀なくしている。これを家族

という関係を維持するためのー積の規範的制約ということもできるが、仕事や学

校といったきわめて義務的な制度と比べて、どの程度その制約を取り入れるかは

世帯の客観的状況や価値観により異なる。 したがってそのような家族の状況を分

類するために、夫婦や子供の年齢などをもとにしたライフステ-:/を説明変数に

採用したのであった 3530

都市の活動ゾステム全体からみればひとつの t構成要素にすぎない世帯の、その

内部における締成員間の役割分担(人間関係 )が、人の活動分析の上で重要な要

因であると表明したことは、 TS Uグループの研究の大きな特徴であり、その結

果として、ライフステージを軸にして個人の行動を集計化する板拠が与えられた

といってもよいだろう 。

1980年代の半ばになると、アクティビティ・アプローチは、ある一時点の観測

結果 Cstaticanalysis)が他の日の活動と独立に決定し得るのか、あるいは観測結

果は時間の経過に対して安定しているのかという疑問に直面するようになり、よ

り動的な視点を取り入れるようになった CGoloband Golob， 1989: Wrigley et a1.， 

1985)。現実的な要請としては、例えば平日と週末・休日の活動パターンの違いや

刺激に対する反応の低抗や遅行を、交通政策の評価を行なう際に考慮しようとす

るものであるが、人々の活動の配分が臼単位という枠に必ずしも捉われていない

ように、時間スケールに応じた活動の配分モデルの構築が新たなテーマとなって

L、る 1630
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(3)時間地理学

t)Hagerstrandの時間地理学

1969年夏、コペンハーゲンで開かれた RegionalScience Associationのヨー

ロッパ総会の席上、 Hagerslrandは人間性を重視した社会工学的方面の研究の実現

のため時間地理学の考え方を滋露し、それをまとめた論文により、時間地理学は

広く英語圏の研究者の知るところとなった (11勾erstrand，1970)。

「地域科学における人間 」 と題された Hagerstrandの 1970年の論文は、時間を有

限な資源としてとらえ、時空間の中の個人の軌跡をパス (path)や制約の概念によ

って説明する時間地理学の基本的考え方を彼露するほか、根本的な認識として、

マクロな集計から抜け落ちがちである空間組織の事象の人間的リアリズムを追求

し、生活の質 (qualilyof life)や暮らしやすさ(livability)といった問題への関

心を表明した(lIagerstrand，1970)。また、 1973年の論文では、人間の非分;f;1Jj生や

活動の時間消費性、時間の有限性などをもとに人間の行動を規定している諸条件

について注目し、複数のパスの集合としてのバンドル(bundle)の体系とそれに対

する個人のパスの参入・退出の条件、目標を持つ人間が特定のゴールを逮成しよ

うとして企図する活動としてのプロジェクト (project)概念などが示され、 1970年

の論文とあわせて時間地型学の基礎となる諸縦念が提示された (Hagerstrand，197

3)。

このような初期の論文に援する限り、 H詰gerstrandの意図は人間行動をとりまく

制約に注目することで人間の行動選択の合理的解釈のための枠組みを提供するこ

とにあり、それを都市計画や地域政策に反映させることにあったといってもよい。

そして、このような IIa g e r s t r a n dの意図を体現したのが後述するルンドグループに

よる一連の研究である。

ところでここで注目しておきたいのは、初祉先進国といわれるスウェーデンに

おいて、このような人間活動の制約に注目した考え方が採用されたことである。

マクロレベルでは一定以上の生活水準を確保した国にとって、つぎなる目標は個

々の人々の生活水準の向上をはかることになるであろうが、分配の公正さをあく

まで追求しようとすることは、一方で個々人の多様な状況を無視することにもつ

ながりかねない。そこで社会的公平を維持しつつも個々の人々の意志に対応する

ための方策として、人々をとりまいている制約を緩和することによって選択肢を

増加させ、活動の多様な可能性を保障することが適切な方法であるといった考え
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方をうかがい知ることができる。

Hagerstrand自身の時間地理学への関心は、 1970年代の半ばを境に社会工学的な

応用を啓発する立場から、他人誌 (biography)の形成を軸に個人と個人をとりまく

自然的 ・社会的環境の全体的な妃援を目指す方向に変化する。

1976年にモスクワで聞かれた IGUシンポジウムで Hagers t randが行なった誠演

では、これまでのプラニング伎法として制約を霊祝した実証研究に対し、時間地

理学が個人をとりまく自然と社会を一元的な共存過程として偲還する可能性を示

すことによって、景観問題への適用を論じた (Hagerstrand，1976)。そして 1978年

の論文では、特定の地域環境における生活の諸条件を環境と生活の文脈的な相互

作用系のなかで明らかにしていくことが人文地理学であるとし、個人の上におこ

った出来事と自然的 ・社会的環境の総体的な状況のかかわり方を、個人の生活史

を地域形成史の文脈に沿ってとりあげるなかで明らかにしようと試みている (1lag

erstrand，1978)。

2 )ルンドグループの時間地理学， 7) 

1966年にルンド大学で発足した研究グループの研究成果は、 1970年前後にはス

ウェーデン語で発表されていたもようであるが、それが広く知られ るようになっ

たのは、 Anderson(1971)やPred(1973)によってルン ドグループの研究が紹介され、

あるいは彼ら自身の手による英訳がすすんだ 1970年代半ばになってからであった。

こうしたルンドクループの研究やそれをテキストにして直接・間接的に影響を受

けた研究は 1970年代の時間地理学研究の潮流をなすが、 これらの研究は、個人の

パスの形成に注目する記述的な研究と、ステーション(停留点〕におけるバン ド

ルやプリズム (prism)の形成に関する解析的な研究に大別できる。

第 lの個人レベルの研究は、個人の日常活動や生活誌を時l尚地理学の手法を用

いてl列らかにしようとするものであり、そのひとつの例として Martenssonの一連

の研究がある。 彼女 は、 l日の生活の時間配分に注目することにより 、 異なる環

境下にある人々の生活条件の比較 (Martensson，1978)や、子供の発育における家庭

や地域の影響の考察 (Martensson，1977)を通じて、ある環境の中での個人誌の形成

プロセスを社会の 精進との凶係において明らかにしようと試みた。

一方、アメリカの女性地理学者Palmは、現代に生きる典型的な女性の日常生活

の軌跡を時空間マップ (dynamicmap)を用いて倹討し、 彼女らの日常生活が主婦と

して母親としていかに制約されたものであるかを示した (Palm，1978)。現実の社会
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問題(この場合は女性の社会参加に関する問題)に対して問題を含んだ現状を簡

潔かつ明快に表現し、その制約の所在を告発しようとしたものである。

これを受けて Forer& Kivellは、 Palmが論じた女性に対する制約を都市の t構造

との関 iillで従え、そのうえで公共交通の改善が彼女らの制約をどの程度解消でき

るかについて検討を試みた CForer& Kivell. 1981)。またれllerは、 19世紀の都市

郊外に住む家庭の主婦の日常生活を復元して、都心と郊外を結ぶアクセスの改普

が郊外に住む主婦の生活の質の向上に寄与したかを論じた (Miller，1982)。家庭を

活動の基錠とする主婦は、家事や育児といった仕事の特質上、活動の時間と場所

がきびしく限定され、さらにその時間が細分化されている。これらの研究では、

結局、移動能力による制約よりも時空間の中に主婦を固定しようとする制約、す

なわち家庭内の役割分担といった社会的に規範化した制約が主婦にとって大きな

制約となっていることが示されている。

第 2のステーションレベルの研究は、ステーションにおけるノぐンドルの形成が

さまざまな制約条件によってどのように変化していくかをシミュレートすること

によって、交通計画や施設計画に対する評価を試みるものである。この代表がLe

nntorpによる PE S A S P (Programme Evaluating the Set of Alternative Sam 

ple Paths)モデルであり 、 人々の典型的な l日の活動プログラムを与えたとき、

その実行可能性がステーションの条件(位置、開設時間など)や移動手段の条件

の変化に応じてどのように変化するかを検討した CLenntorp，1976; 1978)。

また、アメリカの交通工学者 Burn sは、仕事や買物 ・レクリエーションなどのさ

まざまな活動に参加する潜在的な可能性をアクセシビリティと定義し、 このアク

セシビリティを制限している交通 ・時間 ・空間の制約に注目して、 アクセシビリ

ティを客観的に測定する手法の確立に努めた CBurns，1979)。具体的には、へーゲ

ルストランドモデルのプリズムが大きいほど、アクセシビリティが確保され選択

の機会が大きくなるから、使益(時空間の自律度 space-timeautonomy) も大き

いと考え、前提条件をさまざまに変化させたときのプリズムの体積の変化につい

て考察を行なった。

以上の個人レベルの研究とステーゾョンレベルの研究は、相互に対立するもの

ではなく、主として前者ーが個人の行動の観察を通して問題点の抽出にあたるのに

対して、後者はそれを集合レベルの問題として都市計画や交通計画の実践的な応

用の方法を与えるものであるといえよう。しかしながら、個々のユニークな事例

がどこまで一般化できるのかという点に凶し、理論的に十分につきつめられてい
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るとはいえず、仮想1的もしくは平均的な活動ノfターンをもとにシミュレーション

を行なうにとどまっている。

3)ルンドグループへの批判とその後の展開

1970年代の半ばになると、社会工学的な4話相が強いルンドグループのアプロー

チは、そのような指向性の背景にある人間観や方法論に対して多くの批判を浴び

ることになる。 それは、制約を強調するために周囲の社会的 ・空間的な条件に対

して受動的な人間像が拙かれ、物理主義 (physicalism)的・機械論的な説明に陥る

恐れがあるというものである (vanPaasscn， 1976: Rose， 1977: Thrift， 1977: Pre 

d， 1977)。

時間地主n学が制約分析を指向する傾向が強いことについては、 「人聞は時とし

て気まぐれな選択を行なうものであり、徽察された過去の 行動に基づいて将来の

行動を説明 ・予測しようとするよりも、行為者をとりまく制約を識別し、可能な

らばその制約を生み出している主体を l切らかにする方が実りが多いJ(Ilagerstra 

nd，1975)という彼自身の 言葉にも示されるように、それを実践的な問題解決のた

めの 一つの方法であると埋解することもできる。

物理主義に対する批判は、対象を時空間上で観察可能なものに限定する ことに

対する批判であり 、 第 lに外的な制約のみを強制 して人間の内的な 過程を無視し

ている点、第 2に社会的存在 と しての人間の村会とのかかわり合いを無視してい

る点が問題とされている。 第 lの点に関しては、 H証gerstrand自身は必ずしも人間

の意志や経験を否定しているのではなく、むしろ人間をお金やものと閉じではな

く意志をもった存在として取り鋭わなければならないことをくりかえし強制 して

いる。 そしてこのような人間の意図を反映させる観念としてプロジェクトの概念

を提示しているが、多くの実証研究では、操作上の困難から人間の内的側面を捨

象する傾向があるのは否定できない I8)。

一方、 第 2の点に関し ては、 制約の存在は時空間における物理的な障害という

かたちで表現されるとしても、その背景には伎Uiや制度 ・慣切といった社会の在

り方そのものに規定されている面があり、またこのような社会の在り方自体も人

々の 生活につれて変化していくものであるから、個人と社会とを切り離して J管え

るのはあまりにも表而的である。 したがって 1980年代になると、時間地理学は、

時空間資源の配分をめぐる社会工学的な応用から、個人と社会の弁証法的な相互

関係を強調することによって、 一種の社会の基底プロセスにも 言及し得るアプロ
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ーチとしての可能性を jgJ待されるようになっていく(Thriftand Pred，1981)。

このような新たな時間地理学の展開のひとつのきっかけとして、 Predの来たし

た役割は大き L、。 Predは 1977年の論文で、lIagerstrandの時間地理学の内容や既往

研究の紹介をしたあと、時間地理学の概念が地理学固有の枠組みとして人文地理

学の明広い分野において大きな可能性を持っていると高く評価し、今後の応用の

可能性についていくつかのテーマを指摘した Cl'red，1977)。 また、 1981年の論文で

は、社会は人間の日常の時空間の利用に対して制約を課す存在であると同時に、

そうした人々の日常生活によって社会がt脅威されているとして、生涯(life)ノfス

一日常 Cdaily)ノぞス、外的 Cexternal)ー内的 (internal)などの弁証法の総合による

個人と社会の相互関係を強制する方向を打ち出している CPred，1981)。これらの

Predによる論文と前後して多機な時間地理学の展開が始まったといっても過 言で

はないが 1・¥さらに社会学者の Giddensによる椛造化 (structuration)理論の彫饗

が時間地IDl学の方向性に大きな示唆を与えた。

Giddensは、人間の行為と社会の機造との相互規定的な関係から構造が逐 一再生

産されていくとする社会t構造理論を説明するなかで、社会活動を時間 ・空間的運

動への統合として強調するlIagerstrandの定式化が、人間の時空間内の行動のみな

らずより広い社会変動の問題にも適用可能であることを述べている CGiddens，197 

9)。つまり、従来の社会理論では静 l底的なものと安定性が等置されてきたが、人

間の行為と精進の相互作用のパターンは時間の経過の中にしか存在しないこと、

また、構造は本来非3i'/l目的 ・非時間的であるから、特定の時代 ・場所に状況づけ

られた時空間を舞台装置として初めて現前することなどの解釈が示されたのであ

った。

このような Giddensの 「啓示」 は、地理学にとって活動の場Clocale)としての空

間の積極的な意味づけをもたらし、地域独自の歴史(社会の形成過程)に引きず

られた場所への関心が強<~ま識されるようになった CPred ， 1984)。そして空間と社

会との関係をめぐるいくつかの論点については、地理学者と社会学者がそれぞれ

検討した論文集のなかで検討され CGregoryand Urry， 1985)、空間を単に社会生活

が展開される場であるとみるのではなく、むしろ、社会関係が生産 ・再生産され

る媒体であるとの共通の理解が得られている。

2 本研究の枠組み

本研究が主に依拠する分析の枠組みは、時間地理学にある。 前節でも時間地理
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'7':の研究史についてふれたが、もう 一度、時間地理学の 主袈御念を簡単に整理し

ておきた L、。 時間地理学の 主要紙念に、 パ ス(pat h)とプロ ジェクト (projecけが あ

る。パ スとは人間が時空間を:crいて動く軌跡のことであり、プロジェク卜は個人

.社会が何らかの意思 ・意肉に般ざす行動を遂行するために必要な 一連の諜題で

ある。

パ スは、制察される時間スケールの長さによ って、日 パ ス(daily path)、:i1Mパ

ス(刊ckI y pa th)、生経パ ス(lifepath)などに分類することができる。 また、人

間は同一 時点に 2か所に存花できないため、パスは途切れることなく連続した軌

跡を描く 。 特定時点に特定地点にいる人間が 一定時間内に移動可能な空間的範聞

はリーチ (reach)と呼ばれる。 これに時間軸を加えて 3次元 で表記すればパスの軌

跡をプリズム (prism)で表すことができる。

人聞が社会的な活動を実行するためには、同一の場所で同ーの時刻に他の人々

や資源と共存する ことが必要である。 このことは、複数のパスが集まってバノド

ル(bundlc)が形成されることを意味する。 バンドルの形成される場所がステーシ

ョン (station)であり、日常において広 くみられるステーションとしては、家庭、

職場、学校、駅、庖舗などのさまざまな施設が挙げられる。 個人のパスは、こう

したステーションを縫って動くが、ステーションのIlUを自由気ままに動くわけで

はない。 例人のパスの ~U) きはさまざまな形で規制されており、それは制約 (const

raints)と呼ばれる。 こうした制約は結合の制約 (couplingconstraints)、怜1威の

制約 (authorityconstraints)、能力の制約 (capabilityconstraints)の 3積に大

別できる。 結合の制約とは、個人や複数の人々が活動を行うためには他の人ない

し物のパスが同時に同じ場所に存在しなければならないという制約を指す。 格威

の制約は、なんらかの法や慣習 ・規範によ って特定の時IiUや空間から人や物が排

除されるという制約を指す。 能力の制約は、人間の身体的能力ならびに利用可能

な技術的能力に起因する人間活動の制約を指す。

パスを背後で支えるものにプロジェクトの存在がある。 すなわち、個人ないし

集団は、その自発的意思 ・意図に基づき、 一述の諜題からなるプロジェク トを遂

行する。 生産活動を行うことは、企業が存続してゆくための 主要なプロジェクト

であり、勤労者にとっては生活の栂を得るための重要なプロジェクトである。 さ

らに、企業が生産活動を支えるために行っている技術開発や生産管理、労務管理、

財務管理、マーケティングも m~ なプロジェク ト である 。 家庭においては、家計

を管理し、家庭を維持することが主要なプロジェクトであるが、子供を育て社会
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化することや、余暇を家篠で過ごしたり、睡眠をとることもまた重要なプロジェ

クトである。 日常的に反復されるプロゾエクトは、同ーの時刻に行われることに

よって同JVJ化 (synchronization)されたり、日lーの場所で行われることによって同

所化 (synchorization)されたりする。

こうした、前節で述べたように、日常活動の分析の中に明示的に時閥次元を組

み入れたアプロ ーチがさまざまな分野において試みられてきた。本研究では、基

本的には時間地理学のアプローチに基づきながら考察を進める。しかしながら、

上述した時間地理学とくにルンドクループの枠だけにとらわれない点もいくつか

含んでいる。これまでの研究と比較するならば、本研究の特徴として以下の，占が

指摘できるであろう。

i)日常活動の分析を 1日単位だけにとどまらず、もっと長い期間における活動

の連続をも視野に入れながら考察していること。これは、 4 ;担聞の連続した活動

データを分析している第 IVなと第 V章がもっとも典型的であるが、このほか第 VJ

章の長期的な動態の分析では 3年間にわたる変動も考察している。さらに第 VI'1ま

では、女性の最終学校卒業後の就業歴など生涯というタイムスパンの中に、調査

時点で在日聖書された日常活動を位置付ける試みも行なっている。

こうした日常活動の長期的な動態に l刻する分析は、 lIIJ節において指摘したよう

に、 近年において交通行動研究あるいはアクティビティアプローチの諜題となっ

ていることがらでもあり、本研究でもこうした要請に答えようとするものである。

さらに時間地理学の研究においても、 社会の変動と日常レベルで観察される人々

の活動との相互規定関係が脚光を浴びており、そうした関係を解明するためにも、

長期的な秘主が必要不可欠である。

本研究では女性の日常活動に焦点を当てて分析を行なうが、女性の日常活動の

分析にはとく長期的な IVJ態という視点が有益であろう。これは第 IV章においてふ

れるが、女性の場合には就業形態が男性に比べて多様であり、労 働市湯への参入

・退出を繰り返しているため、日常生活のパターンは長期的に見て男性に比べて

かなり変動;が大きいと考えるからである。パートタイムの雇用を考えてみるとそ

のことが良く分かるであろう 。 また、女性は家事を分担することが多く、家事の

負f旦の f置は家主長の柿成によってかなり泣いが生じると考えられるため、子供の成

長によって女性の日常活動が影響を受けると予怨されるからである。

i i)人々の日常活動を規定する要因として、いわゆる制約だけでなく、活動を遂
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行するに際しての意図・芯思をも含むプロジェクト槻念を重視すること。 買llV市

と買，v市の分析では、 l日の活動の述続が一つの意図・意思をもって遂行される

とみなすことによって、義務的行動と自由故盈行動との IIllの唆昧な区別の問題を

回避し、どの活動を義務的でどの活動を自由説量的であるかという調査者による

愁意的な判断を下さないですむことである。 これは前節で指摘した、いわゆるル

ンドクループの地理学に対する 「物理主義」 という批判に応えようとするもので

もある。

この長もまた、本研究が女性の日常生活を対象としている点とかなり密接に関

係している。 すなわち既婚女性のパートタイム就業は、働くことによって社会で

活寂し充実した生活を送ろうとする指向によって支えられている面も大きく、あ

る意味では個々人のライフスタイルの選択に委ねらていると考えられる。 もちろ

ん、女子労働力率は世帯子レベルで見るならば家計の所得水準の関数であり、低所

得世帯にとっては女子就業は所得獲得の目的が大きい面もある点に留意しなけれ

ばならないのは言うまでもない。一方短期的にみるならば、家庭の外で働くこと

は家事や首児などの家庭での活動に制約となってはねかえってくる。さらにパー

トタイム就業は、男子に比べて比較的就業の年数が短く労働時間も短いため、就

労が女性の生活に及ぼす時間的しわ寄せ度合いはかなり尖なる。

iii)人々の日常活動の説明あるいは解釈を目的としており、モデル化を指向し

てはいないこと。本研究で用いるデータと鎖似のデータを用いて、交通行動研究

の分野では、交通量の需要予測を目的としたモデリングが試みられているが、現

在までのところ、日常活動のうちの外出活動という 1日の活動全体のうちのごく

一部だけをモデル化しているに過ぎない。もちろん、地岐に居住する人々のうち

どれくらいの人々がどのような活動にいつ、どこで従事しているのかを予測する

ことも将来的には可能となるかもしれない。 本研究では、そうした予測が正しく

行なわれるための基礎として、人間の活動がどのように組み立てられているのか

を正しく認識するための手段として役立つだろう 。

以上のような枠組みに基づいて本研究を行なうが、女性の日常活動を対象とす

ることが、研究全体の枠組みにもかなり影響を及ぼしていることがわかるであろ

つ。
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第日立注

1)エンゲルスによる 『イギリスにおける労働者階級の状態J (1845年 )は、都

市労働者の生計調査を行ない貧困研究の先駆となった著作であるが、そのなかに

生活時間の配分に関する分析が見られる。

2)例えばMcier(l962)は、者s市化の程JJtは都市住民のライフスタイルの変化に求

めるべきであり、ライフスタイルの変化は生活時間配分の差異となって現われる

という考えに基づき、自由時間における公的活動への時間配分の多様性を計測し、

都市化の指様化を試みた。

3)ハンガリーでは 1963年より時間収支のデータが国勢調査の一部として収集さ

れ、北欧諮問でも政府統計のなかで生活時間調査が行なわれている。 わが国でも

1976年より 5年毎に実施される 『社会生活基本調査J (総務庁統計局 )のなかで

時間収支データが収集されている。

りわがIl'Iはこの国際比較研究に参加しなかったが、経済企画庁国民生活局編

( 1975)では、それとの比較を行なうため、同様な調査手法で松山市 (1972年 )、

柏市 (1973年 )、神戸市 (1974年 )において 一連の生活時間調査を行なっている。

5)国述社会開発研究所による生活水準指原の開発や、わが国の NN W(Net Nat 

ional Wel fare)指標の開発などがあげられ、 NNWは経済企画庁の国民生活指標

(New Social Indicators)に引き継がれている。

6) 21世紀にむけての消費の展望を行なった経済企画庁総合企画局(1987)は、ベ

ッカ一理論をふまえて、自由時間の不足が消費の制約要因となりつつあることを

指摘している。

7)ベッカ一理論の第 三世界の}::!村家庭経済の分析への適用は、野間 (1988)に詳

しL、。一方、神谷 (1989a)は、時間地理学と時間配分理論の接点のなかに、個人や

家族と社会全体との相互作用の解明の方向性を示唆している。

8) Chapinらの業績とその評価に関しては、小方(1983)を参照されたい。

9)なお、制約を重視する立場は必ずしも 11寺1m地理学だけにみられるのではない。

都市計画の分野でも先駆的な業績として、例えばMaw(1972)は、余暇活動のモデル

化を行なうに当たって活動の制約を考慮に入れ、人々が一 円のうちで実行可能な

自由時間の l時間都や長さを lリjらかにしたあと、それと施設の 1m設時間やアクセス

時間など余暇の供給条件とを比べている。 またTomlinsonet al. (1973)は、 12の

活動についてそれぞれの活動の実行を可能とする場所、その場所での活動に対す
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る時間制約、場所聞の拶動 11寺|間などの情報をもとに、活動を時間と場所に配分す

るモデルの開発を試みている。

10) 自家用車の増加Iや自動車交通への依存が高まる中で都市の交通混雑や大気汚

染の問題が深刻化し、 一方で財政の緊迫化から大規模な投資が困難な状況になる

と、私的交通と公共交通の適正配分が都市交通政策の主要な諜題として浮上して

きた。 そして既存の需要予測モデルでは、交通政策に対する個々のトリップメー

カーの短期的・局所的な反応に十分に応答できないことが明らかになり、モデル

の妥当性に対する問題点が指摘されるようになった。 例えば、交通選択の意思決

定過程を段階化した 3段階(4段階)推計モデルは、第 lにモデルは個人の意志

決定過程を前提としているのにソーンや地区単位の集計データを当てはめている

夜、第 2に、前後の行動とのつながりや他者とのつながりを無視し、それぞれの

行動の選択が独立して行なわれていると仮定している占に批判が集中した。また、

非集計モデルにもとづく効用アプローチも、人が完全な代替情報を持ち経済的に

合理的な行動をとるとみなす点や、交通行動を自由な選択の結果であると考え、

選択に対する制約については無視している占など、交通行動を単純なあるいは限

定的な仮定にもとづいてモデル化しているなどの批判がある (Joneset al.， 1983)。

I1 )アクティビティ ・アプローチは交通・活動関連分析(travel-activityanaly

sis)と呼ばれることもある。なお、その登場の背景に関しては、 Jones(1979)やJ

ones(1983)、Joneset al. (1983)、近藤 (1987)、磯部(1989)などを参照されたい。

12 )もっとも大多数の交通行動は自宅と目的地を往復する 「ピストン型」行動で

あるため、 トリップチェ ン分析によって交通需要予測の精度が画期的に向上す

るものでもないが、交通行動の認識を現実により近づけようとする試みであると

はいえる。

13 )後述するように、時間地理学は 1970年代末よりしだいに社会理論への接近を

みせるようになるが、 ThriftCl981)は、社会工学的な様相の強いルンドクループ

のアプロ ーチは主として交通計画学の研究者によって引き継がれていったと述べ

ている。

14 )これは生活 l時間調査と PT調査を合成したもので、 1 日 24 時間を 10~ 15分刻

みに細分し、それぞれの時刻に行なった活動とその場所、移動手段を逐一記載し

てもらうものである。活動日誌に基づいた活動調査は、被調査者にとって時間を

追って記入していくので思い出しやすく間違いが少ないこと、調査者にとっても

調査表に記された活動記録の論理性と不完全性をチェックすることができること
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などの利点があり、 PT調査に比べて布Iit足の精度が高くなるという (Clarkeet a 

1 ， 1981 )。 なお、活動円誌による調査「去の倹討は神谷 (1989b)に詳しし、。

15 ) トリップ分析においてもライフステーゾは 一般的な説明変数として利用され

ており、その紹介は Zimmcrman(1982)に詳しい。

16) 1988年に聞かれたアクティビティ ・アプロー チに関する第 2回オックスフォ

ード会議の主要なテーマは、動的分析に関する方法論であった(芦沢， 1989)。

なおわが国では、 T S Uに留学していた杉恵が T S Uの研究を紹介(杉 !i(， 1984)

して以降、アクティビティ ・アプ ローチへの本格的な取り組みが始まった。 当初

の研究は、既存の PTデータを利用した外出活動ノfターン分析の域を出ることが

なかったが、 1987年に広島市郊外で主として調査手法の開発を目的に行なった調

査(杉恋ほか， 1988)や、 1986年の 三鷹市 1N S実験地区での生活行動実態調査に適

用した例(原田・太田， 1988)、 1987年に名古屋市において休日の生活行動を把握す

るために適用した例(磯部， 1989)など、オリジナルな生活行動調査にもとづいた研

先もしだいにみられるようになった。

17)櫛谷 (985)によれば、時間地理学の応用は、①都市・地域計画の立案、②人

間と自然的・社会的環境との関係の考察、③社会史の型解への糸口、の 3つの方

面に分類されるが、ここで王にとりあげるのは①の研究に関してである。 多くの

文献において、ル/ドグループ (スクール)もしくはルノドアプローチといえば、

①を目的とする制約を重視した分析をさすことが多く、ここでもそれに準じた。

なお、ここにあげるルンドクループの研究の多くについては、荒井ほか(1 9 8 9)を

参照されたい。

18 )もっともこのような議論は主意主義と決定論の二元論の克服と いう人間行動

を分析する際の大きな諜題であり、たんに時間地理学のみを批判の組上にあげて

すむ問題ではない。 Rose(1977)は時間地理学と現象学的アプローチとの接合を提

唱しているが、必ずしも明快な 説明が与えられているとは思われない。いずれに

せよこのような批判の根底には、時間地理学が時空間の'fIJ用と配分に関する社会

的事象のすべてを解明できるものと過大な期待を抱く誤解があるように思われる。

19)櫛谷(1985)によれば、そもそも時間地理学は、具体的に研究の目標を設定し

たり、それを明らかにするための枠組みを示したりするものではないという。そ

してこのことが、各研究者が自らの立場から時間地理学を岨憎し、独自のコンテ

キストの中で展開するようになったことの理由であるとしている。

20)時間地程学の紹介に関しては、杉浦 (985)や櫛谷(1985)を参照されたい。
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第田章 活動データの収集方法と既存データとの比較

1. I既説

地域的な分化の著しい現代社会においては、日常的な活動を遂行するために地

理的移動は必須となっている。 日常的に行なわれている移動には、通勤や通学と

いった時五)Jと目的地がほぼ決まっているルーチン的な移動や、買い物や余暇の移

動、業務の移動などがある。 こうした地理的移動を対象として、地理学や交通計

画学、交通経済学の分野で研究が行なわれている。 前章でも紹介したように、近

年においてこれらの分野では、集計レベルから非集計レベルの研究へと重点が移

りつつある。 これと対応して、非集計レベルの分析に耐えられるデータの収集が

行われるようになってきた。

トリップ調査は、個人を単位としてある人の移動の発地や着地、移動手段、移

動の目的、発着地の施設の属性などを調べるものである。 通常、個人単位の移動

調査はトリップ調査と呼ばれることが多く、以下ではこの呼び方を用いる。 トリ

ップ調査の特徴には、ある 一定期間のフローを対象としていることがある 1¥ さ

らに、個人単位のデータであり、 自記式の調査方法が多くの場合用いられるとい

う特徴もある。 トリップ調査で得られたデータは、交通計画や施設の最適配置な

どの目的に供される。 わが国では、建設省を中心として各地で行なわれているパ

ーソントリップ調査がその代表であり、これを用いた地理学的研究もいくつかみ

られる (小方， 1985:岡本， 1985:若林 ，1984)。

本意ではおもにパーソントリップ調査と活動調査を例にとり、そこで用いられ

ている 手法を紹介しながら検討するものである。 分析の手順は、第 2節において

トリップ調査に 一般に用いられている方法を紹介しながら、とくにこれまで問題

となってきている点を指摘する。 第 3節では、パーソントリップ調査によるデー

タと筆者が収集した生活時間調査を併用したトリップ調査によるデータを比較し、

両者間にみられるトリ γプ特性の差を調査法の違いに留窓しながら検討する。

2 トリップ調査の手法

(1)サンプリング

サンプリングは、一般に、少ない労力でできるだけ多くのサンプルを集めるこ

とのできる方法が望ましし、。 しかも、偏りのないラノダムなサンプルという条件

も同時に満たすことが望まれる。 もちろん、収集したデータをある限られた目的
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に使用するなら、ランダムという条件は満たさなくても良い場合もあり得る。

トリップ調査の場合、ランダム抽出という言葉が指す意味はたんに母集団から

のでたらめなhIl出という意味の他に、 ))IJの意味を含むことがある。 それは、 トリ

ップのような時系列的にあるいは縦断面的に (longitudinally)繰り返し観察され

る事象に関して、時間的にみたランダムな抽出という意味である。 例えば、 Pipk

in( 1979)は縦断面的集計によるランダム性をどのように考えるべきであるかを論

じている "。

第凹 ー I 図 A~D は 、 こうした横断面的 ( cr o ss - sect io nal ) サンプリノグと縦断

面的サンプリングとを組み合わせたランダムサンプリンクを模式的に示している

図で、 Carlsteinand Thrift(1978)から引用したものである。 Aのケースは、も

っとも 一般的なサンプリングで、 「代表的 」 な 1日を選び、母集団からランダム

にサンプルを選び出し調査を行なう方法を示している。 例えば、 NHKの生活時

間調査がこの伊lである (NH K放送世論調査所， 1982)。模式図では 5人に I人の割

合でサ/プルが選ばれており、 l人につき 1日だけのデータを収集するために、

20人 x1日、つまりのべ 20人・日分のデータとなっている。 しかしこの方法では、

調査に選ばれた日が代表的であるかの疑問が残る。 Bのケースは、時間的なラン

ダム性を考慮したサンプリングの例を示している。 模式図では、 20人に 1人の割

合でサンプリングを行なう状況が姶かれている。 そして 1週間の問、同 一の調査

対象者の行動のデータを収集する。 同ーの人間の調査を 一定期間継続するするこ

とによって、その人の活動の全体像が明らかとなるが、回答者にかかる負担は調

査の日数が延びるに従い大きくなる。 ただし、模式図では l週間の対象期間をと

っているが、 その級拠ははっきりしない。 しかし、調査期間を長くすれば調査に

つきまとう調査拒否の可能性も高まる。 それゆえ、この方法ではサンプルの人数

を犠牲にしなければならなし、。 模式図では 5人 x7日でのべ 35人・日分のデータ

が得られるようになっている。 Cのケースは、 Aのケースに対して l日ずつ調査

日をずらすことで、時間的なランダム性を追加している。これは、 Aのサンプリ

ング方法では既日による違いや長期的な変動を考慮できず、調査が行なわれた

「代表的 」な 1日だけのデータしか得られないという欠点を回避し、 Bのケース

のような回答者への重い負担を和らげるサンプリングとの折衷案である。 得られ

るデータ件数は Aのケースと同じくのべ 20人・日分である。 Dのケースは、週単

位の調査を l年に 4回繰り返すことによって季節的な変動を調整しようとするも

のであり、 Bのケースをより長期間に延長したものと考えられる。 回答者の負担
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第 III- 1図 サンプリングの様式図

出典 Carlstein and Thrift(1978) pp.233-235 

を軽減す るために Cのサンプリングの方法も取り入れている。

これらの方法はそれぞれ一長一短があり、調査の目的や重点の置き所によって

使い分ける必要がある。さらに、現実には調査に要する費用や労力を考慮して選

ぶことが必要になる。
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(2)フォーマット

l日に行なわれるトリップを調査する場合、質問のフォーマットをどのように

設定するかによって得られるトリップの内容にかなりの違いがみられる。 クラー

クによれば、 トリップ調査に用いられる 三つのフォーマットを検討したところ、

以下のような特徴が認められるという (Clarkeet a1.， 1981)。

A. 1日のトリップを尋ねるもの(r昨日、移動を行ないましたかっ その移動

の着地、時刻、目的、手段は何でしたかっ J)一一通常のトリップ調査で最も広

く用いられているのはこのフォーマットである。 このフォーマットでは、近所へ

の買い物トリップなど、短時間のトリップが抜け落ちやすい。

B. 1日の外出先での活動を尋ねるもの (r昨日、屋外でどんな活動をしました

かっ J) このフォーマットは、特定のカテゴリーの活動(例えば余暇や社交 〕

が忘れられて回答に出てこない場合が多い。 また、多目的トリップが起きた場合、

主要な立ち寄り先一つしか回答者が答えない傾向がみられる。

C. 1日の活動全体を尋ねるものり(r昨日、起きてから寝るまでに何をしてい

ましたかっ J) 三つのフォーマットの中で最も回答者の労力を要するが、 ト

リップを前後の状況と関連づけて思い出すことができるので遺漏が少なく、正確

度も高い。

クラークらはまた、フォーマットの迎いが得られる結果にどのような違いをも

たらすかについても具体的に検討した (Clarkeet a1.， 1981)。 その方法は、同一

地域でほぼ I年の間隔をおいて、自記式の移動調査 (travel survey)と活動調査

(activity survey)の方法から得られた l人 1日当りのトリップ数の比較によって。

行なった。移動調査は上の A-Cのフォーマットのうちの Aに該当し、活動調査

はCに該当する。比較の結果、前者が後者よりも 10%程度(3. 86に対して 4.37)

トリップ数が少なくなっていることを見いだした。 トリップの目的別の検討を行

なうと、自由裁量の 「その他J (通勤、通学、買い物、送迎以外の目的でおもに

余暇と社交を指す)を目的とするトリップ数が活動調査に比べ移動誠査では少な

く現れるとの結果を得ている。さらにまた、現実には移動調査と活動調査の差は

さらに大きい可能性があることも指摘している、その理由は、

①通常の移動調査では短距離の徒歩のトリップは調査の対象外とされているの

に対して、クラークらはトリップ数の計算に含めていること。

②活動調査では記入に労力を要するため、何回も巡続して活動調査を正確に記

入するのは困難であること。その結果、活動調査の記入を始めた日と終わりの日
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とでは正確さがかなり低下し、記入されるトリップ数も減少するこ と。

③活動調査では回答が得られなかった人の割合が移動調査の場合に比べて 非つ

ねに大きく (5 %以 下 に対し約 20%)、こうした人たちの多 くは時間的に忙しく

トリップ数も多いため(別の報告では、回答が得られなか った人は得られた人よ

りも 25%もトリップ数が多いという)、活動調査でトリップ数はかなり過小推定

されていると考えられるこ と。

それゆえ、イギリスの全国レベルのトリップ調査から得 られた l人 1日当 り2.

?というトリップ数と比べても、彼らの活動調査においてサ/プルの 偏り を修 正 し

た後の 4.3というトリップ数はかなり大きいが、上記の点を考慮すれば現実のトリ

ップ数はさらに大きい可能性があるという 。

3 二つの調査の比較

本節では、 lnj輩で概観したトリップ調査の様々な手法から得られる結果に関し

て、具体的な検討を行なう。用いるデータは、 1981年に建 設省を 中心 と して行な

われた中京都市圏パーソントリップ調査と筆者が個人で収集した活動調査である。

以下では、前者を PT調査、後者を活動調査と略称する。

(l) P T調査と活動調査のサンプルとフォーマット

両調査はともに、 1981年の秋に行なわれた。 PT調査は、 10月から 11月にかけ

て、活動調査は 11月から 12月にかけて行なわれ、時期的なズレはほとんどないと

言ってよい。 PT調査では、住民基本台帳を基に全世帯トの 中から系統的ランタム

サンプリングにより約 5%の抽出率でサンプル世待を選び出し、この世帯に属す

る個人を対象者としている"。対象地域は名古屋大都市圏である。 縦断 面的なサ

ンプリングのランダム化は部分的に行なわれており、第皿 l図の BとDの中間

的な方法となっている。 すなわち、対象地域に選ばれた世帯は、 10月と 11月の 8

週間のうちの平日(ただし、火曜日 ・水曜日・木曜日のみ)の 1日について、 5

歳以上の家族員全員のトリップ記録を収集している。計312.554人のサンプルが得

られている。 しかし、曜日ごとに調査世帯数は決められておらず、略目ごとのサ

ンプル数は不明である。 サンプルがランダムであるかどうかのチェ ックは、 l世

等当たりの人数、性別人口、年齢別階層人口について行なわれてい る。

活動調査は、筆者が個人的に行なった調査のためにこれよりもサンプル数はず

っと少なく、計 64人である。 対象地域は名古屋市東 区 と名古屋市の東に隣接する

38 



尾張旭市である。 サンプリングは調査に自発的に協力してくれる人を求めたため、

ランダムではない。また、対象を既婚女性に限定している。 縦断面的な活動の連

続を考慮するために、第皿 ー l図の Cのような長期間の記録を収集した。しかし、

活動記録を開始した日は個人によって具zなる。調査の期間は各人につき 4巡聞で、

連続している。

ここで二つの地域で比較を行なう意図は、大都市留の都心周辺地域と郊外とい

う異なった地域を取り上げることで、より慎重に考察を進めることにある。もし

両地域ともに共通して PT調査と活動調査の結果に差奨がみられるならば、これ

は調査方法に起因する差であると言って良いだろう。しかし、一方の地域でしか

差が顕著でないなら、別の理由を考えることが必要となる 。

二つの調査はサンプリング方法がかなり異なるため、ここでは回答者をできる

だけ同じにするように努めたコま ず、活動調査ではフルタイムの就業女性のサン

プルが少ないことから、比較の対象を専業主婦の女性に限った。また、 45歳以上

の年齢層のサンプルがわずかであるので、 44歳以下の人に限定した。これに合わ

せて、 PT 謝査のサンプルのうち、名古屋市東区と尾張旭市の 30~ 44歳の女性で、

しかも主婦のサンプルのみを取り出した‘¥第回一 l表はこうして得られたサン

プルの年齢別の人数を示している。名古屋市東区の場合、 PT調査で 168人、活動

調査で 12人であり、尾張旭市の場合はそれぞれ 196人と 12人である。ただし、活動

調査では自宅外で宿泊した日を除いてあるので、 PT調査も同様の処置を施した

判。ま た、活動調査では病 気のために l日中寝ていた日も除外したが、 PT調査

ではこの点は不明なため何ら考慮していない。 PT調査では、平日のうちで月曜

日と金曜日はデータに含まれていないが、この二つの曜日を除いて調査を行なっ

た理由が不明であり、活動調査では 4週間のうち土曜日と日曜日を除く平日のデ

ータを比較の対象とした。
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資料 ノfーソノトリ調査および筆者のアンケート調査

注〕かっこ内は延べの人・日

ここで、 PT調査の就業状態の分類の妥当性を確認してみた。第山一 2表は P

T調査の就業者率と国勢調査の就業者率とを比較したものである 630 名古屋市東
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区でも尾張姐市でも、国勢調査の方が 10%近く就業者率が高くなっている。 参考

までに名古屋市全体と名古屋大都市圏の数値も検討してみたが、同様の傾向がみ

られた。 このことは、 PT調査において無職あるいは 主婦と分類されて い る人の

中には、国勢調査の定義では就業者として分類されている人が含まれて い るか、

あるいは、就業者の回答拒否の割合が無職の人に比べて高くな っていると いう こ

つの可能性が考えられる。パーソントリップ調査の報告笹では 全体 の回 収率 (86

6%)は示されているが、その詳細は不明である 7)。前者の 可能性 の大 きさは不明で

あるが、後者のケースは筆者の経験から 言 えば十分に考え られるこ とである 畠〉。

第四 一2表 30~64裁の女子就業率の比較

p T 因調

4!. 5 52. 1 
40.3 50.7 
42.9 55.0 
42.0 50.3 

資料 ノfーソントリ調査および国勢調査

注)単位 % 

次に、 PT調査と活動調査に用いられる実際の調査用紙の記入方 法を検討して

みる。 PT調査は、 l日に行なわれたトリップのみを尋ねる形式とな っており、

前節で紹介したクラークらの分類のうち Aの方法に 近 L、。 記入用紙で は、 主 な回

答の項目は前もってカテゴリーが設定されている。 回答の項目として、発地 着

地の位置や時刻、目的が尋ねられている。 トリップを中心として設計されている

ため、とくに利用交通手段や乗り換え、自動車の種類などに関して細かく尋ねて

いる。 調査の記入は、調査開始日の 午前 3時から翌日の 午 前 3時までとなってい

る。

第回一 2図は、活動調査で用いた調査票のフォーマットを 示 している。 活動調

査では、まず、朝起きてから夜床に就くまでの 1日の 活動記録を記入するように

求めている。次に、この l日の活動の i主鎖の中で外出した場合、その出発時刻、

到着手段、目的地、目的地での活動、移動の交通手段を記入するようになってい

る。 これは、クラークらの分類の Cに該当する方法である。 PT調査と同様、 ト

リップの発地・着地の位置と時間や利用交通手段について尋ねている。 しかし、

長時間活動の記録を求めていることから、全体に回答項目は絞ってある。 回答の

カテゴリーは前もって決められておらず、自由形式 とな っているため、調査用紙

を回収した後にコード化が必要となる。
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第ill- 2図 活動調査に用いた調査票のフォーマット

コード化のうち、とくに問題となるのは活動の定義であろう。 PT調査で設定

されている活動(トリップの目的)は、活動調査とはかなり泉質である。業務活

動のカテゴリ一分類は相対的に細かいのに対し、余暇や社会活動の分類はきめが

粗い')。活動調査においては、コード化は SzalaiCl97Z)のカテゴリーに従って行

なった。このカテゴリーは国際比較にも頻繁に用いられており、他の調査と比較

する上で便利であり、より汎用性が高いと思われる。

また、 1か所で複数の活動が行なわれた場合の処理も問題となろう 。 両者の調

査とも問 ーの施設 ・建物の中で行われた複数の活動は主要な一つの活動で代表さ

れている。 PT調査の場合、回答者自身がどれが主妥な活動であるか判断するた

め、調査票を回収した後では(定義に関する〉問題は起きないが、筆者の行なっ

た活動調査の場合には自由形式のため、コード化の段階で調査者が何らかの主観

的判断を下さなければならなかった。そのため、調査者によるコード化の判断が
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妥当かどうかの疑問は残る io'o

(2 )トリップの定義

最初に、佐々木(1983)に従ってここで用いる用語の定義をしておきたい。まず、

トリップはある発地からある着地までの移動を指す。また、 1日のトリップの最

初の出発点をへイスと呼ぶ。 通常、ベイスは自宅である。 ヘイスを出発して再び

ベイスに戻るまでの一連のト r) ';/プの連続(つまり l回の外出 )をサイクルと呼

ぶ。 両調査のデータから自宅をベイスとしないトリップのある日、すなわち、 自

宅外で宿泊が行なわれた日をサノプルから除外した。

具体的にどの程度までトリップであると認定するかは非常に微妙な作業である。

PT調査では、ガソリンスタンドへ給油のために立ち寄ったり、タノ〈コを買うた

めに少し庖に立ち寄る移動は l トリップと見なされ、商庖街の中にある複数の庖

舗に立ち寄る移動は、その商庖街の代表的な l地点にだけ立ち寄る移動と見なさ

れている(中京都市圏総合都市交通協議会， 19 82)。こうした移動は活動調査ではす

べて複数のトリップからなると見なしているため、 トリップ数を計算した場合に

速いの原因となると思われる。

移動手段に関しては、両者とも徒歩や自転車を含む全ての交通手段による移動

を記入するように求めている。活動調査では、活動の欄に外出をしたと記入がな

されているのに下のトリップの記入欄に書き忘れのある場合、 トリップが行なわ

れたとみなした。番き忘れの多い移動は、隣近所の知人や親戚への訪問、夫や他

の家放貝の送迎(幼稚園・保育園への送迎を含む )や散歩などであった。

こうしたトリップの定義の違いは、調査結呆を集計した際に得られる 1人 l白

当りのトリップ数に影響を与える可能性がある。

(3)トリップ数の比較

次に、二つの調査の結果を用いてトリップ数にどのような差がみられるかを具

体的に検討してみる。

第 m-3図と第皿-4図は、 l人 1日当りのサイクル数およびトリップ数の相

対度数分布を示している c サイクル数が 0の臼(すなわち、外出せずに l日中自

宅にいた日〉の書1J合は、両地域の場合についても PT調査の方がずっと高い。 こ

れは、活動調査が病気で l日中寝ていた日をデータから除いたことも 一部に原因

があるかもしれない。 たとえこうした臼を考慮したとしても、依然としてサイク
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ル数は活動調査の方が大き L、。さらに、 l人 1日当りのサイクル数が lである日

の割合は PT調査の方が活動調査よりも 上回っ ているのに対し、サ イクル数が 2

以上の臼の占める害IJ合は PT調査の方が活動調査では相対的 に高くなっているロ

第m-4図は第皿 3図とほとんど同じ分布型を示しており、 トリップ数につい

てもほぼ同様の議論が当てはまると考えられる。
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第四一 3図 1日l人当りサイクル数の相対度数分布

資料 ノfーソントリップ調査および筆者のアノケート調査
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一一ーー !'T，J'.lu

へ 州む

，、、、

、、

~O 

10' 

0 
0-) 1-.1 J寸り o.g In-I'Vフフ!_'( 0-1 ~-3 .j-j li-i" Ô・~ 10 トY'/アら〈

第田 -4図 l日l人当りトリップ数の相対度数分布

資料 パーソントリップ調査および筆者のアンケート調査

次に、 l人 1日当りのサイクル数とトリップ数の平均を計算してみたのが第皿

3表である。 まず、サイクル数についてみると、名古屋市東区でも尾張旭市で
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も、 PT調査よりも活動調査の方が高くなっている。 同様の傾向はトリップ数に

ついても認められる。 また、サイクル当りトリップ数(トリップ数 /サイクル数 )

を計算すると、やや活動調査の方が大きくなる(数値は省略 〉。 しかしその 差は

サイクル数やトリップ数の差ほど大きくなく、このことは、 i人 1日当り のトリ

ップ数が活動調査で大きくなっているのは、おもに記録されるサイクル数が多く

なっているからであり、 lサイクル当りのトリップ数はさほど変わらないことを

示している。

第四一 3表 1人 1日当りのサイクル数とトリップ数の平均

名古屋市東区 | 尾張旭市

P T 活動 PT 活動
[， 222.03 [， 15 2.18 

トリップ数 I 2. 63 5. 08 I 2.56 5.04 

資料 ノぞーソントリ調査および筆者のアンケート調査

以上の考察をまとめてみる 。 サイクル数・トリップ数とも PT調査よりも活動

調査の方がかなり大き し、。 この迎いは、 iiiJ節で述べたサンプリング方法の違い、

フォーマットの違い、およびトリップの定義の違い、に起因すると考えられる。

すなわち、横断面的なサンプリングに関して言えば、 PT調査はランダムなサン

プリングを行なっているが、活動調査はランダムなサンプリングを行なっていな

いため、活動調査のサンプルには偏りが存在する可能性がある (ただし、 PT調

査のサンプリングのランタム性は、女性の就業分類を検討するとやや疑問は残る)。

縦断面的なサンプリングについては、 PT調査は l人につき l日のみであること

に対して、活動調査は 4週間である。この違いは、もし活動調査の横断面的なサ

ンプリンクに偏りがあるならば、これを増幅させる結果をもたらすだろう 。 逆に、

PT調査の調査日数は l日のみであるため、調査日が代表的な 1日であるか否か

の疑問が残る。フォーマットは、 PT 調査がトリップを中心に尋ねているのに対

し、活動調査は 1日の全活動を尋ねており、後者の方が回答にみられる遺漏が少

ない。 トリップの定義では、活動調査の方がトリップ数が多くなる結果を導く定

義方法をとっている。これらの諸点の違いから、第 III- 3図と第四一 4図に見ら

れる差が生まれたと推測されるが、この差がどの要因によりもたらされ、影響の

度合はどの程度の大きさなのかの検討は今後の課題である。

(4 )より詳細な検討

これまで、おもにトリップの多寡を中心にして二つのデータにみられる差を検
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討した。ここではさらに、①外出時間の長さ、②時間部:別の外出率、 ③ 移動距離、

の 3点から考察を行なう。

まず、外出時間の長さの検討から始める。第皿ー 5図は、 l日当りの外出時間

(トリップ時間+目 的地で の活 動時間 〕の 相対度数分布を示している。この図で

も、名古屋市東区と尾張旭市の両方とも、 3時間以上の外出のある日が全体に占

める割合は、 PT調査よりも活動調査の方が高くなっている。ただ尾張旭市の図

で、活動調査では 5時間以上の外出のある日の割合が名古屋市東区と比べて低く

なっており、 PT調査では 6時間以上の外出のある日の割合が高くなっている。

こうした差は、両地域の交通条件の違いや施設配置に起因するのか、それともサ

ンプリング等の調査方法に起因するものかは、判断が難しい。
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第四一 5図 1臼当り外出時間の相対度数分布

資料 ノぞー ソントリップ調査および筆者のアンケート調査

次に、時間待別の外出率を比較してみる。 第 m-6図は、時間帯別 の外出率 を

30分 ごとに表している。 二つの地域とも活動調査の方が外出率が高いが、とくに

名古屋市東区の場合に差が顕著である。 11時から 16時の聞は 20%近い聞きがみ ら

れ、その他の時間帯でもつねに活動調査の方が外出率が高い。一方、尾狼旭市の

場合には 11&寺から 16時までの聞に 10%強の開きが認められるが、それ以外では P

T調査の方が外出率が高い時間帯もみられ、全体としての差は小さし、。これは、

尾張1也市の場合には、長時間の外出が PT調査でみられたことに起因するだろう 。

この点をさらに検討するために、サイクルごとの移動距離をみてみる。距 離の

計算は二つのデータについて次のように行なった。 まず、単一 の目的地だけに立

ち寄った場合には発地 (自宅) と着地の距離をそのまま計算すれば問題はないが、
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第m-6図 時間帯別の外出率

資料 ノぞーソントリップ調査および筆者のアンケート調査

複数の目的地に立ち寄った場合には最も遠方の目的地の距離tをとった。 PT調査

では移動の着地の記入はゾーンを単位としており、笑際の距離の 計算で は PT調

査に用いられているゾ。ーノのうちで最も細かい小ゾーンをと った c 計算では、発

地と着地が含まれる各ソー μ の中心を求め、中心聞の距離でトリッ プ ~e 維を代替

した。 活動調査では、約 lkrnxlkmのメッシュ を地図にかけ、メッシュの中心を

これに含まれる発地・着地の位置の代わりとした。単位地区のとりかたが異なる

ため、距離分布はおおよその目安に過ぎないことに留意して検討してみたい。

第 m-7図は、サイクルごとにみた自宅から目的地までの距離の分布を示して

いる。名古屋市東区の場合、両調査の分布は非常に類似している。尾張1I!J.市では、

近距離の移動が活動調査で大きく現れ、遠距離の移動 の釦l合が低くなっ ている c

この理由として、通常のトリップ調査では送迎や隣近所への訪問を目的とする移

動が抜け落ち易いという、前に指摘した点も考えられる。 というのは、こうした

目的の移動は距離的には近いと考えられるからである。しかし、尾張j也市のみに

しか顕著にみられないため、 いちがい には言えなし、。 公共交通機関の利使性の違

いや施設の密度に起因する可能性もある。

この点をさらに確認するためには、目的 ~IJ のトリップの度数分布を検討するこ

とが必要である。 しかし前に述べたように、目的地での活動に関しては、 二つ の
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第 ill-7図 サイクル単位の砂動距離の相対度数分布

資料 ノfーソノトリップ調査および筆者のアンケート調査

調査ではカテコリーが大きく臭なっており比較がほとんど不可能なため、分析は

以上に留める。

以上、外出時間の長さ、時間帯別の外出率、移動距離の 3点から両調査の結果

を検討したが、上でみたトリップ数やサイクル数ほど明瞭な差は認められなかっ

た。

4 まとめ

本章は、近年重要性が増大しているトリップ調査の手法の概略を紹介し、異な

った調査方法によって得られた結果を比較しながら考察した。

まず、ランダムサンプリンクには横断面的なランダム性と縦断間的なランダム

性の両面があることを指摘し、 トリ ップ調査で使用される 主 要な 三 つのフォーマ

ットを紹介した。

次に、通常の PT調査と 18の活動全体の回答も求めた調査から得られるトリ

ップの諸指標を比較した結果、以下の 2<2，が明らかとなった。まず第 lに、 l人

1日当りのサイクル数、 トリップ数ともに活動調査の方がかなり多かった(第四

一3表参照)。これは、従来の研究で指摘されてきたサンプリング方法の追い、

フォーマットの速い、という二つの要因のためであると考える。 しかし、個々で

取り上げた 二 つの調査の結果の比較では、その他の要因として、 トリップの定義

の差、就業状態の分類の妥当性なども考えられる。 第 2に、外出時間の長さ、時

間帯別外出率、移動距離を両調査で調べると、必ずしも明確な差は認められなか
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った。

トリップ調査を今後さらに有効に活用するためには、調査の設計・実施の際に

はその目的や労力に応じた適切な方法を選ぶことが重要だろう。また、ここで対

象とした女性の場合には、就業状態やライフサイクルにも留意することが必要と

なるだろう。

第旧主主 注

1 )トリップ調査と同様なフローに関するデータを扱かった調査とし て、総務庁

統計局の実施している家計調査がある。家計調査では、以下で議論するトリップ

調査の笑施上の問題点、すなわちサンプリンクや回答拒否の問題のため、実際の

家計動向をうまく反映しなくなっているという 。家計調査はランダムサンプリン

グを基本としているが、自 記式であり(ただし、 トリップ調査とは異なり世帯単

位である) 6か月間という長期間にわたるため、調査の協力が得られなくなって

きている。また、単身者世帯の調査を対象から除外していることも、実際の消費

と家計調査の結果のズレの原因となっている(日本経済新聞名古屋版「実態と離

れる家計調査J1988年 3月 17日付〉。

2) 一般にこうしたフォーマットの調査は時空間収支 (time-space budget)と呼ば

れることが多い。 それは、 l日の活動全体を調べる調査が時間収支 (time-budget)

と呼ばれているのに対し、活動の行なわれる位置に関する情報も収集するからで

ある。時空間収支データを級った研究の事例としては、 Cullen et al. (1972)、s

tephens(1976)などがある。

3) ただし、一部地域では抽出率が 2.5%、 10%となっている(中京都市閣総合都

市交通協議会， 1982，pp. 38~40) 。

4)厳密に言えば、未婚者や離婚者も考慮すべきだろうが、 PT調査では配偶関

係は不明なため、考慮できなかった。ただし、各年齢層の女性の配偶関係を国勢

調査でみてみると、未婚者・離婚者・死別者の合計は 30歳で 14.7%、 40歳で 11.3 

%と、無視できるほど小さい数字ではない。

5) P T調査では、自宅外で宿泊したか否かは直接には回答が得られない。 しか

し、 l日のトリップの最初jが自宅で始まっていない目、または 1日の最後のトリ
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ップが自宅で終わっていない日は自宅外で宿泊があったと考えられ、データから

除外した。

6 )国 勢調査では過去 1週間以内に仕事をした人を就業者として扱 っており、パ

ートタイマーやアルバイ卜などの短時間雇用者や内職者、家族従業者も就業者に

含まれる。パーソントリップ調査では就業者の定義が明確でないため、比較検討

は十分には行なえなかった。

7)回収できなかった理由の内訳をサンプル全体でみると、 「拒否 J31.3%、

「不在J31. 1 %、 「転居・転出 J16.0%、 「該当世帯なし J15.1%となっ て い る。

また、年齢 ・性別 にみると、有効サンプル率(有効サ/プル/母集団人口 x100% ) 

は男女を合計した全年齢階層の平均 (4.3%)を若干上回って いる(中京都市回総

合都市交通協議会， 1982，p. 75および p.108)。

8) その理由は、職に就いている女性は昼間に自宅に居ない時間が多く、専業主

婦の女性に比べてコンタクトをとるのは困難だからである。 しかし、第田 1表

に示されている PT調査のサ/プルに対する各々の彰響の度 合いは不明であるの

で、ここではこれら二つの可能性があることを指摘するだけに留める。

9)例えば、自由目的の分類は 「食事、家事、医療、日常的な買 い物に 」、 「お

けいこごと、整などに 」、 「娯楽、日常的でない買物に 」、 「社交、送迎、 PT

Aの会合に 」、 「観光レクリエーンョンに 」 という 5分類しかされていないのに

比べ、業務 目的 は 9分類に 分けられ、かなり詳しくなっている(中京都市 阻総合都

市交通協議会， 1982，p.31)。

10)例えば、デノ守一卜で食事をしてから買 い物をした場合などは、コード化の段

階でどちらかに決めた。
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第IVi主 大都市内部地域における主婦の日常活動

名古屋市東区の事例

l 概説

本章では、主婦の 1日の活動(1日の中で行なわれる種々の活動の集合)が日

常活動 (1週間、 1か月間等のより長期間にわたって観察される l日の活動 の集

合)の中でどのように組み立てられ、 トリップがこの l日の活動の 中でどういっ

た状況の下で発生するのかを、都市内部地域を事例に取り上げて明らかにするこ

とにある。

空間選択の研究分野では、移動行動を前後のコンテクス卜(状況)の中でとら

える必要性が近年強〈主猿されるようになってきた(神谷， 1982)。こうした研究方

向の転換の契機となったのは、移動行動において多目的行動が多く見られること、

目的地の選択が新古典派経済学における「経済人」 で想定 されるような 唯一の合

理的結果とは異なり、複数の目的地選択がしばしばみられること、の 2.~である。

消費者め貿物行動を例にとってこのことを説明し直せば、買物行動は他の活動を

目的とする移動と結びっくことが多いこと、貨物が行なわれる庖舗や中心地は買

物行動の生起する状況(生起する時間および買物行動と結びついた他の活動等)

によって異なることである。

それゆえ、複数選択と多目的行動を含みこんだ移動行動の解明のためには、当

該の行動のみでなく、前後の状況の把握が必要である。 この際に問題となるのは、

活動の連続をどのように考えるべきか という点 である。単一の活動にのみ注目し

て考察をする場合には、 その活動が行なわれる場所と時間に関する制約条件が与

えられるが、前後の活動をも考察の対象として含む場合にはそうではなし、。前後

の活動もまた、状況によって影響を受けるため、選好と制約を用いた図式では活

動の連続を説明するのが困難となる。どんな活動をどこで行なうかという決定を

連鎖として取り扱い、さまざまな場所で行なわれる活動の連続がどのように組み

立てられるかという問題を検討した研究は、管見の限りではないけ。この点にお

いて、時間地理学のプロジェクト概念が参考ーに なると思われる。 そこで以下では、

時間地理学のプロジェクト概念をかいつまんで紹介し、この観念が活動の連続を

理解するうえでどのように役立ちうるか検討することにする。

近年、わが国においても、いくつかの時間地理学の紹介があり"、また、時間

地理学の概念は多様で現在でも議論があるので、ここでは、 空 間選択の研究にと
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って関連をもっと思われる主要概念のみを紹介する。

時間地理学の主要概念は、 H語gerstrand(l982)、PredCl98l)によれば、パス (pa

th)とプロジェクト (project)に代表される。パスとは、時空間の中に連続して存

在する人間の軌跡である。 このパスの概念から派生する概念として、 statlon や

domain， activity bundle， constralnts などがある。プ ロジェクト は、 「目標

を指向した行動を実行するために必要とされる 一連の課題からなるJ(Pred， 1981)。

つまり、プロジェクトとは、個人あるいは集団が、何らかの目標や意図・意思を

もち遂行する活動である。 Predが挙げているプロジェクトの伊jは、ベッドメーキ

ンク、庭に花を植えること、手紙を響くこと 、 といった個人の領域から、職場で

の会議の組織・実行、議会での法案の制定、工場での製品の生産、と いう社会組

織の活動領域まで広範囲にわたる。

しかし、プロジェクトの概念の定義が明確に与えられてこなか ったことから、

プロジェクトの紙念に対して Van Paassen(l976)やGregory(l982)から 疑問が呈さ

れてきた。

Yan PaassenやGregoryが時間地理学のプロジェクト概念で問題としているのは、

時間地理学では、プロジェクトは先験的に与えられたものとしてみなされ (経済

学や都市計画で用いられてきた ceteris paribus の仮定 )、与えられたプロジェ

クトが種々の社会的・物的環境の制約の下でどのように笑現されるかにのみ力点

がおかれてきたことである。 そして彼らは、プロジェクトがどのように形成され

るのか、つまり、プロジェクトは自律的に形成されるのか、それとも過去および

現在の状況と密接に結びついて形成されるものかが不明であるとの疑問を示して

いる。これに対して 11語gerstrand は、笑現されたプロジェクトに対して時間地理

学が重きをおいてきた理由を次のように述べている。 I少なくとも原則的にはプ

ロジェクトの実際の実現は観察可能である。背後にある意図や幅広い意味の配置

はそうではないJ I意図は高い死亡率をもっ。 そして生き残った意図は順応しな

ければならないJ(H証gerstrand，1982， p. 320。つまり、プロジェク卜を観察する

ことは可能であるが、プロジェク卜の背後に存在する意図・意味は容易には明ら

かとならないと言うのである。 それは、窓図・意味は状況によって影響を受け、

実現されない場合が多く、また実現されたとしても変更を受けているためその原

初的形慾をわれわれが観察できるとは限らないからである 。

このように、 Hagerstrand は、プロジェクトに対する状況的なアプローチの有

効性を認めるが、しかし、状況にのみ重きをおくことは拒否する。 その理由は、
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プロジェクトを開始する決定は状況を妃握することで理解が可能となるが、プロ

ジェク トの形態 そのものは状況によっては説明され得ない からであると彼は述べ

ている。そして、ピアニストがピアノから既成の音色を取り出して演奏するよう

に、われわれは文化の倉庫に蓄えられた既成の背写真の中からプロゾエク卜を取

り出し実行すると言う。それゆえ、プロジェクトにある程度の自律性を認めてい

ると考えられる。

以上が時間地理学のプロジェクトに関する議論である。プロジェク卜の厳密な

定義や形成に関する問題、プロジェクト相互聞の関係などに関してあいまいな点

が残されているが、これらについては活動の連続を理解する上でどのように役立

ちうるかを以下で述べる 中で言及してゆくことと する。

プロジェクト慨念が活動の連続を理解する上で役立つ点は、この概念を用 いる

ことにより、人間行動により主体的な意味を持たせること ができうる ことがまず

挙げられる。たとえば、若林(1984)や岡本(1985)は、義務的行動と自由主主量行動

の区別を用いて分析を行なっているが、その区別の基準はあいまいである。とり

わけ、本章で対象とする主婦の場合、買物や子供の世話のための外出と いった行

動を単純に自由裁量行動とみなすには疑問 があ る3¥同様のことは、 パー トタイ

マーとして働くか、あるいはカルチャーセンターに通うと かいった余暇活 動を行

なうかの決定は、家計の所得水準や家族械成、家事労働の市場経済化の進展の度

合い、教育水準、就業機会、そして生活価値意識などに影響を受け複雑である。

もちろん、ひとたび仕事に就けば勤務時間等の拘束が諜せられるが、男性に比べ

れば女性の就業形態は多様であり、活動に費やす時間の代替性はかなりあると考

えられる。 それゆえ、プロジェクト概念を用いることに より、 種々の 活動のどこ

に重きをおくかの決定を一つの意図・意思をもった行動として統 一的に鋭うこと

が可能になるわけである。

第 2に、 Huftand Hanson(1986)が明らかにしているように、個人の行動;が反復

性と多様性を併わせもつならば、個人の長期にわたる行動をとらえる際にプロジ

ェクト板念が役立ちうる点が指摘できる。本章で分析を試みるように、同一の人

間の行動を長期間にわたり観察する場合、この期間内を通じた行動全体をとらえ

るには単なる毎日の平均では意味をなさない。 そこで、ここでは l日の中でのさ

まざまな活動への時間配分をプロジェクトとみなし、これにより活動 全般の反復

性および多様性を考察することが可能になる。

しかし、 l日の中で生起する数多くのプロジェクトを全体として 一つの プロン
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ェクトとみなすことの妥当性がここで問われるであろう 。 これに関しては義務的

行動と自由裁量行動の区別の議論のところでも触れたが、 1日の活動の組み 立て

の大枠は個人の意図・目標によって支配されているというのがここでの考え方で

ある。 しかし、時間地理学における議論の部分でも述べたように、プロンェクト

の背後に隠された意図 ・目標を知ることは困難であり、観察可能なのは実現され

たプロジェクトのみである。 それゆえ、 l日の時間配分のプロジェクトと個々の

活動との関係をわれわれが知ることは図難である。 言い換えれば、 1日全体のプ

ロジェクトが個々のプロジェクトに優先するものか、それとも、優先度の高 L、L、

くつかの個々のプロジェクトが 1日のプロジェクトのかなりを規定するものかは、

把握が困難である。このため、プロジェクトの相互関係の検討は今後の課題とし、

ここでは主婦がどのようなプロジェクトをもっているのかを明らかにすることに

焦点を絞りたい。

分析の手順としては、まず次節では、本研究に用いるデータの収集方法とデー

タの特徴について述べる。第 3節では、 1日を単位とするプロンェクトにはどの

ようなものがあるかを明らかにし、その特徴について考察を行なう。第 4節では

時間スケールを小さくし、第 3節で明らかとなった l日のプロジェク卜の中で生

じる外出活動;が前後の状況とどのように関連しているかを明らかにする。 第 5節

では時間スケールを拡大し、 4週間という期間の中で 1日単位のプロゾエクトの

組み立てを考察することとする。

2 データ収集の方法とデータの特徴

分析に用いたデータは、名古屋市東区旭が丘小学校区に住む 27人の主婦を対象

とする、 4週間の時間利用と外出行動に関する記録からなる。誠査は、 1981年 11

月から 12月にかけて行なった。調査方法は、自発的に調査に協力してくれる人を

求め、これらの人に対して、調査の開始の時点で記録方法についての説明を行な

い、世帯の所属性について聞き取りを行なった‘ c 4週間後に再び被調査者を訪

問した際には、記録用紙に記入漏れがないか点検したのち回収した。時間利用に

ついては、予めカテゴリーを定めることなく自由に記入するよう求めた。 外出行

動については、 トリップの起終点時間、起終点地点、移動手段、目的地での活動

について記入を求めた。

時間利用のデータの集計は、記録用紙に記入されている活動をSzalai(1972)に

従い、まず、 96カテゴリーにコード化した。 活動をカテゴリー化する際にもいく
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つかの問題点は存在するが、 Szalaiの方法が広く国際的に用いられているような

ので、これに従うこととする。 Szalaiのカテゴリーを用いることの別の利点は、

96カテゴリーをより少ないカテゴリーへと組み替える手順が明磁に示されている

こと、日本においても既にこの方法を用いた調査の結果が報告されており U 、本

分析との比較が可能なことがある。コード化に用いた Szalaiのカテゴリーのうち、

ここでの分析に用いる 3カテゴリ一、 9カテゴリーの内容を第 IV- 1図に示した。

また、各カテゴリーに含まれる活動を明僚にするため、分析には用いないが、 37

カテゴリーの名称もこの図に加えた。

コード化した l日単位の時間中j

用データのうち、病気のために 1

日中寝ていた日(のべ 2日〉、旅

行などの理由で自宅以外で宿泊し

た日(のべ 17日)を、非日常的な

活動;が行なわれた日としてデータ

から除き、さらに、記入漏れのあ

ったのべ 5日のデータを除いた。

その結果、最終的にのべ 732日分の

活動の記録を対象として分析を行

なった。

27人というサンプル数は、他の

研究におけるサンプル数と比べて

少ないと思われるかもしれないが、

4週間にわたる記録、時間利用と

移動の両方を含んだ記録であると

いう点からみれば十分価値がある

と思われる。さらに、のべ 732日と

いう数字をみれば、十分なサンプ

ルと言えよう。ただし、 27人の主

婦を就業状態や年齢 ・家族摘成な

どの属性により分割することはサ

3力ア「リー 37カァコリー 9カテコリ

ril主な仕事
2副草
3仕事中の悼想等
4通勤
5料E里
6掃除等

労働 7 ;先たく
8百有志の買物
91i!仕事 十一110ンヨソビンワ
11 家の修 I~

12子供の世路 日円削世話J
13子供の相手等
14個人の必須時間
15食事

睡眠 J!Lill睡眠
17個人的移動

日山事以外
18余暇の移動 の移動J
19学習
20宗教
21組織
22ラジオ
23ァレヒ(在宅)

24テレビ[外出)

余暇
25 j1TIIj 8'マス

26往信 メディアJ

27本
289J1!画
29社交(在宅)
30社民(外出)
31会民
32スポ Yをする
33釣ハイキノヴ敵歩 9余暇」

34娯楽
35 眼1111 ・美術i~宵

36イホ里
37他の余暇

第Wー l図 活動のカテゴリー

※SzalaiCl972)、経済企画庁国民生活局(1975)
および注6)を参照

ンプル数が少ないため行なわず、主婦が行なう活動にはどのようなものがあるか

を明らかにすることに以下の分析では力点をおく 。

5
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3. 1日単位の活動の類型

ここでの議論の出発点として、経済企画庁が行なった時間的利用の 分 析結果の

一部を紹介する(経済企商庁国民生活局， 1975)。 この報告 では、人間 の 1日の時間

配分を労働・睡眠・余暇に 3分割して、就業状 !Lli別にこの配分の特徴を明らかに

している。 主婦の就業状態は有職者・パート・無職の 3つに分けられ、平日と日

曜日の別にその時間配分が述べられており、要約すれば次のようになる。 平日の

有職者・パートは、労働〉睡眠>余暇の時間配分を示し、無職は余暇 〉睡眠>労

働となっている。 日曜日には、有職者・パートの時間配分ノマターノは無職のそれ

に近づき、無職については平日の余暇>睡眠>労働というパターンそのものは変

わらないが、労働時聞が減少し陸眠時間は増えて い る。

上の報告と対比するために、ここでも就業状態を経済企画庁の分類にあわせて

労働・経限 ・余暇の時間配分を求めた" (第 W ー l表 )。 ただし、第 W ー l表の

第N-l表 就業状悠別の時間利用

------n 労働

平 有職者 85 588(41) 

ノぞート 115 578(40) 

日 無職 406 492(34) 

日 有職者 20 406(28) 

曜 ノfー卜 25 377(26) 

日無職 81 446(31 ) 

注単位は分、かっこ内は%

資料筆者のアンケート調査

睡眠 余暇

460(32) 392(27) 

432(30) 430(30) 

448(3l) 500(35) 

575(40) 459(32) 

544(38) 519(36) 

520(36) 474(33) 

平日は月曜日から土眼目までを含むのに対し、経済企画庁では月曜日のみのデー

タである。第 W ー 1表の数値は、全般的には、経済企画庁のものとさほど大きな

隔たりはない。有職者 ・パ ート の平日の労働〉睡眠>余暇のパターンは、第 N

l表にも共通しており、数値もかなり似通っている。 無職の平日 のパ ター ンは、

経済企画庁の報告にある余暇 >経限 〉労働ではなく、余暇>労 働 >睡眠となって

いる。また、無職の平日 ・日曜日ともに、第 N-1表の方が余暇時間は少なく労

働時間は多くなっている。平日と日曜日の変化をみると、労働時聞が減少し睡眠

時闘が増大する傾向がすべての就業状 !L~ に ついてもみられ、これは経済企画庁の

報告と一致する。また、無職の余暇時間は平日に比べると日曜日には少なくなる

というこれまでの指摘があるが (NH K放送世論調査所， 1982 経済企画庁国民生

活局， 1975)、この点も第 N-1表で確認することができる。

経済企画庁の報告と第 W ー l 表との問には、共通点もみられるが差~ー もある 。
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こうした 差異は、対象地域の迎 い(神戸 市と名 古屋市 )、サンプル抽出法の逃 い、

就業分類の妥当性(本章のデータは 4週間にわたるため、調査期間の途中からパ

ートを始めた人もいる )などいくつかの要因が考えられ、判断を下すのはむずか

しL、。

そこで、時間配分のタイプを予め基準 (就業状態および平日・ 日眼目 )を設定

することなく、帰納的に求めることとする。 この場合、時間配分は労働・睡眠・

余暇の 3分割に加えて、活動が行なわれる場所を自宅と外出先に 2分した。 これ

は、活動が行なわれる場所については、時間利用をたんに 3分類することでは考

慮、できないからである。 場所を 2分することにより、 1日の時間は日つに配分さ

れる。しかし、自宅外で宿泊した日のデータはすでに除いであるため睡眠はつね

に自宅でのみ行なわれ、その結果、実際には 5つのカテゴリー (在宅労働・外出

労働・睡眠・在宅余暇・外出余暇)しかない。

時間配分の類型化は、クラスター分析(最長距離法 〉を用いて行なった (奥野ほ

か， 1976)。各ケースは、 5つのカテゴリーへ配分された時間か らな り、これ らの

合計は 24時間である 。 ケース数は732である。 分析の結果、日つのクラスターが認

められた。 これらのクラスターを使 宜上、 A- F'型と名づけ、その平均値を第 W

一2表に示した。そこで、 A-F'型についてみておく 。

第IV-2表時間不11用の 6類型

n 在宅労働 外出労働 睡眠在宅余暇外出余暇 労働 余暇

A型 41 202(4) 46( 3) 466(32) 278(9) 447(31) 248([7) 726(50) 

B型 89 210([5) 415(29) 462(32) 279(9) 73( 5) 625(43) 352(24) 
C型 181 365(25) 132( 9) 500(35) 361 (25) 82( 6) 497(34) 443(31) 
D型 100 352(24) 64( 4) 439(30) 322(22) 264(8) 416(29) 586(41) 
E裂 72 281(20) 41 ( 3) 479(33) 578(40) 61 ( 4) 323(22) 639(44) 
F型 249 550(38) 50( 3) 437(30) 351(24) 51 ( 4) 600(42) 403(28) 

注。単位は分、かっこ内は%

資料筆者のアンケート調査

A型は、外出余暇の時聞が非常に大きく、外出労働の時間は小さい。この型に

該当するケースは 41と少ない。 B型は A型とは反対に、外出労働の時間が大きく

外出余暇の時聞は小さい。しかし、在宅労働 ・在宅余暇・極限時間は両者ともか

なり似通っている。 E型と F型もこれとよく似た関係にある 。 両者とも、外出労

働 ・外出余暇の時聞が小さい点は共通しており、睡眠時間もさほど違わない。 E

型では、在宅余暇の時聞が在宅労働の時間を 3時間近くも上回る。 C型と D型は、

A . B型と E . F'型の中間に位置する。 C型 ・D裂ともに、在宅労働の時間は A

7
 

klu 



. B型と F型の中間にある。 C型は外出労働の時間が B型に次いで大きく、 B型

に近いともみえるが、在宅余暇の時間はむしろ F裂に近 L、。 D型は、外出余暇の

時間が A型に次いで大きいが、その他には差異が認められる 。

A~ F'裂の類型は、 l日の時間中j用の類型であるが、筆者はここで、これら 6

類型を主婦のもつ 1日の時間利用のプロジェク卜とみなす。これらのプロ νェク

トは、 1日の時間をどこで、どんな活動に配分するかを大まかに決定するものと

みなされる。第 W ー 2表に与えられている 6つの類型の時間配分は、もちろん、

実際に行なわれたさまざまな時間配分の平均にすぎない。クラスタ一分析という

手法は、類似のものを集めるための方法であり、 A~ F'裂の平均値は時間利用の

典型とみなせよう。

このことを確認するために、第IV-1表と第IV-2表を比べてみることにする。

比較を容易にするために、第 W ー 2表の右側に労働の合計(在宅労働+外出労働)

と余暇の合計(在宅余暇+外出余

椴〉を害き加えた。これら 2つの

表を比較すると、当然ではあるが、

第IV-2表の方が各類型聞により

明瞭な差が認められる。たとえば、

第IV-1表の平日の有験者の時間

配分と、これに対応すると思われ

る第 IV-2表の B型のそれとを比

較すると、 B型の方が労働時間は

大きく余暇時間は小さくなってい

る。また、第IV-2表の A型や E

型に対応する時間配分は、第IV-

l表にはみられない。同様に、第

IV -1表の日曜日のパートの時間

配分に対応するものも、第 IV-2 

表ではみられなし、。こうした食い

違いは、第 W ー 2表はクラスター

分析という帰納的な方法による分

類であるという、アプローチの差

に起因する。

第IV-3表 個人ごとの 6類型の日数

回答者| A型 日型 C型 D型 E型 F型

3( 1) 1 14( 3) 2( 1) 1 。 10(!) 7( 3) 3( 1) 

24( 1) 4( 4) 0 

10( 2) 3( 1) 0 15( 2) 。 23( 5) 。 。 22( 3) 

5( 2) 2( 2) 4( 1) 5 10 

I( 1) 9( 4) 9 6 D 

10 13( 3) 6( 1) 3( 1) 6 

11 12( 3) 2 13( 2) 

12 13( 4) 10 4( 1) 

13 II( 4) 4 10 

14 I( 1) 18 6( 2) 2( 1) I( 1) 

15 3( 1) 5 16( 4) 

16 7( 3) 5 II( 2) 

17 2( 1) 5( 1) 9 II( 2) I( 1) 

19 4( 2) 0 10( 1) 11 

20 3( 1) 11 (1) 1 

21 I( 1) 5 I( 1) 日 21 ( 3) 

22 。 10(2) 2 II( 3) 

23 I( 1) I( 1) 7( 2) 4 13 

25 3( 2) 0 24( 3) 

26 4 (2) 8( 2) 5( 1) 0 

27 1 (1) 3( 2) 5( 2) 7 12 

28 2( 2) 1 5( 1) 3( 1) 5( 1) 12 

29 22 4( 4) 1 I( 1) 0 

30 1 ( 1) 7( 2) 8( 2) 0 11 

合計 41(14) 89(10) 181(51) 100(11) 72( 9) 249(31) 

注かっこ内は日曜日のみの日数

資料筆者のアンケート調査
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この点をさらに検討するために第 IV-3表を作成した。 この 表 は、個人ごとに

A ~F 型に分類される日が何回あるかを示している 。 このう ち 、雇 用 者であるサ

ンプル番号 3の人は平日ですべて B型、家族従業者であるサン プル番号 25の人は

l日を除き平日ですべて F型となっている。 サンプル番 号 10と26の人 は ともに家

族従業者だが、さまざまな型の時間利用を示し、このことは、日 に よって時間配

分が異なることを意味する。 サンプル番 号 4、 l4、 l7、27、29の 5人はノぞ ト

(内職を含む〉の人である。 ほとんどの平日の日が B型であるサンプル番 号29の

人を除いて、これらの人も多様な時間利用を示している。 残りの無職の人につ い

ても同様のことが言える 。

以上の第W ー l表~第lV- 3表の検討から 、 第lV- 1表のような就業状態に基

づく時間配分の分類によっては、ここ で意図しているプロンェクトとしての時間

配分の姿を正しくとらえることがむずかしいことがわかる。 つまり 同ー の人でも

日によっ て さまざまな時間利用を行なうため、第lV- 1表の示す数値は、ある就

業状態に属する人の行なう種々の時間配分 の平均でしかない。 それゆえ、第 rv

2 表に示す A~F 裂の 6 つの時間利用の類型を主婦の 1 日の時間利用プロジェク

トとみなすことは認められよう 。

次に 、 A~F 型の 6 つの時間利用類型をより詳しく検討することにする 。 第 W

-2図は、各類型ごとに、 5つのカテゴリーの活動に従事している人の割合を時

刻ごとにみたものである。 まず、 B型のみが他の型と大きく異なることがわかる。

労 働 時間帯と考 え られる 6 時 ~ l7時の簡は、明らかに外出労働が卓越する。 しか

し、 l8時以降は外出の割合はさほど高くな い。 B型とな らんで外出時間の大きい

A 型は、外出余暇が lO時~ 17時の間に 50%を越える。 また、 l8時以降でも外出余

暇の割合が引き続き高し、。 C型は、 B型ほどではないが、外出労働の山が昼間に

みられる ことが特徴である。在宅余暇と外出余暇の時照的推移は F型とかなり似

ている。 D型は、全体として A型と似ている。 しかし、外出余暇の割合は、 午後

には A 型よりもずっと低く、 l 7 時~ 2l 時の閣には在宅労働の割合がより高くなっ

ている。 E型と F型に関しては、第lV- 2表ですでにみた。 E型では、在宅余暇

の割合は II時~ l 7 時の間と 19時~ 23時の間に高い。 F型では、朝か ら夜に至るま

で在宅労 働の割合がつねに高いが、他の型に比べて とり わけ高い時間帯は 9時~

l2時であ る。

以上、帰納的な方法によっ て分類した時間 利用の特徴につい て述べ て きた。 そ

こで次節では、こうした時間利用と 1日の中で生じる外出行動を関連づけて考察

59 



A 型 8 ~ 

9 12 15 18 21 24時

C 型 D 主2

9 12 15 18 21 2' B幸 9 12 15 18 21 24 a寺

を行なう 。

E 型

9 12 15 18 21 2'院予

口 田 園 田皿
タト出余暇 睡!~ 在宅背1勧 外出背山

第lV-2図 活動の時間的推移

資料 筆者のアンケート調査

4. 1日の中での外出行動

F 型

本節での分析のねらいは、 IJIj節で明らかとなった 1日単位の時間耳1)用のプロジ

ェク卜の中で、より時間的なスケールの小さいプロジェクトとしての個々の活動
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がどのように構成されている か を明らかにするこ とに ある。言いか えれば、 A ~

F型のプロジェクトは時間の量の配分を基準として定義 されたも ので あ ったが、

ここでは、外出行動を 1日の 中で生 じる下位のプロンェ クトとみなし、そ の前後

の活動や 1日の時間配分との関連を調べることを目的とする。 考察 の手順 は、 ま

ず、 1日の時間利用から外 出行動のみを とり 出し、その特徴を 明らかにする。 次

に、外出行動が生じる前後の状況をおさえ、最後に外出先の位置をみる。

(1)トリップの諸特性

外出行動の指標として、ここではまず、外出の回数をみる。若林 (1980に従い、

サイクルということばを用いることにする。 第 IV- 4表は、 1日当 りの外 出サイ

クル数を各類型についてみたものである。在 宅時間の長い E型と F裂にはサイク

ル数が日の目がみられるが、それ以 外で は C型の 1日を除き、すべてサイクル数

は l 以上となっている 。 逆に、サイク ル 数 が 2 以上の日の割合は、 A~D 型では

70%前後であるのに対し、 E型が29.2%、 F型が 52.6%と小さ くなっている。 し

かし、 A . B型と E ・F型の聞にみられる外出時間の差 (第 IV- 2表参照 〉は、

サイクル数に関しては明瞭ではな い。

第IV-4表 1日当 りのサイクル数

サイクル数 A型 B型 C型 D型 E型 F型 計。 12 26 39 

14 26 54 24 39 92 249 

2 21 27 65 43 14 91 261 

3 6 32 44 20 6 28 136 

4 4 13 12 11 40 

5 3 5 
2 2 

合計 41 89 181 100 72 249 732 

資料 筆者のアンケート調査

トリップに関しでも、第 IV- 4表と同様の表を作成した(第 lV- 5表 〉。 この

表から、 2トリップからなるサイクルがすべての類型においても過半数を占めて

いることがわかる。日類型の全体でみると、全トリップに占める多目的トリップ

の割合は、サイクル数で計算すれば 34.0%、 トリップ数で計算すれば49.4%とな

り、若林(1984)の示している数字よりもかなり高くな っている。 調査地区、対象

者、期間、方法とも異なるため単純な比較はできない が、かなり興味深い数字と

言えよう。各類型ごとにみると、 A型と D型で多目的トリップ の割合が高く、残
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りの 4つの型て'低くなっている。これを第 IV- 2表と見比べると、外出余暇の時

聞が大きくなると多目的トリップが起きやすくなると推定される。

第IV-5表 1サイクル当りトリップ数

トリップ数 A型 B型 C型 D型 E型 F型 計

2 41 127 270 247 59 284 908 

3 13 31 78 53 19 62 256 

4 10 21 24 22 7 35 119 

5 7 6 15 16 3 11 58 

6 3 7 19 

7 l 6 10 

B 3 
2 

10 

合計 74 192 391 223 89 407 1376 

資料 筆者のアンケート調査

これを確認するために、外出先で行なわれる活動を仕事 (9カテゴリーの 1)、

その他の労働(9カテゴリーの 2~ 4 )、余暇 (9カテゴリーの 5~ 9、ただし

睡眠は除く)の 3つに分け、これらの活動が単一目的トリップの中で行なわれる

か多目的トリップで行なわれるかをみたのが第 IV-6表である。この表からも、

第IV-6表 単一目的・多目的トリップでの活動

単一目的トリップ 多目的トリップ

仕事 その他 余暇 仕事 その他 余暇
の労働 の労働

A型 O. 7 5. 6 22.4 O. 7 25. 9 44. 8 

B型 27. 6 9. 6 3.5 16.7 29. 5 13. 1 

C型 2. 6 33. 4 10.3 2. 6 41. 9 9. 1 

D型 0.8 14. 9 16.3 O. 5 33. 7 33. 4 

E型 O. 7 29. 7 12.3 O. 7 39. 1 17. 4 

F型 !.I 33. 2 9.8 O. 9 41. 9 13.2 

注 数字は、各類型の外出時の活動の総生起回数に対する

割合(%)

資料.筆者のアンケート調査

A型と D型では余暇の活動が多目的トリップで行なわれることが多いことを確か

めることができる。この表からは、また、いくつかの興味深い点が指摘できる。

A型と B裂では、その他の労働を行なうのは多目的トリップの中において多く、

単一目的で行なうことは少ない。 B型では、これに加えて、余暇の活動も多目的

トリップで行なわれることが多い。 C. E . Fの 3つの型は比較的類似しており、

その他の労働がトリップの目的の 70%前後を占める。そして、その他の労働は単

62 



ー目的のトリップで行なわれるよりも多 目的トリ ップの中で行なわれることが多

い点も共通している。

(2 )外出行動と前後の活動

以上、各類型の外出行部jの特徴をおもにトリップ数とサイクル数に注目して明

らかにしたが、外出先での詳しい活動、外出の前後に行なわれる活動がまだ十分

に明らかとはなっていない。そこで、第 rv-1図に示した 9カテゴリーの活動分

類を用い、再び在宅か外出かで分け、各類型ごとに活動に従事している人の割合

の時間的推移をみることにする。なお、 9カテゴリーの活動を表現する場合、 3

カテゴリーの活動の名称とまぎらわしいので、かっこ付きで 「余暇 」 というよう

に表現する。

第rv-3図は、各類型ごとに従事している人の割合の高い活動を 30分ごとに調

べ、これを 6時から 24時までの聞のみ図化したものである。 A型の外出は 「余暇」

を目的とする割合が比較的高いが、 「学習 ・参加 」や 「家事」 を目的とすること

もある。 I余暇」の外出が夕方遅くまで続くため、この時間帯では在宅の 「家事」

に従事する人の割合が他の型に比べてかなり低くなっている。 第rv-6表ですで

にみたように、外出時のその他の労働(おもに 「家事」 をさす 〉は、多目的トリ

ップの中で行なわれることが多いことから、この活動は 「余暇 」 と結びついてい

ると考えられる。 B型の場合、時間ごとで行なわれている活動が明瞭であり、理

解しやすい。外出時の活動は、 「仕事」の他には、昼休みの「個人的用件J (お

もに食事をさす)と「家事 」 ・ 「余暇」、および 「仕事」終了後の 「家事」があ

る。 B型についても外出時のその他の労働は多目的トリップで起きやすいことか

ら、この活動は 「仕事 」 と結びついていると考えられる。 C型で外出 行動がみら

れる時間帯は 10時半から 17時までの聞で、この間には在宅の 「家事」の割合が低

くなっている。 トリップの目的は、 「家事」が多い。 10%未満のために図には現

れてこないが、 「その他家事」や 「子供の世話」 を目的とするトリップもこの時

間帯に生じている。 D型については、外出余暇の割合が午後には A型ほど高くな

い有は、すでに第 3節で指摘した。そのほか、 A型よりも 18時ごろの在宅の 「家

事 」 のピークが明瞭であること、 16 時~ 17時にかけて外出の 「家事」が認められ

ることが指摘できる。 外出の 「家事」 は多目的トリ γプで行なわれやすいので、

外出余暇→外出「家事」→在宅 「余暇」 または 「家事」 といった活動の連続が夕

方に起きやすいと考えられる。 E型の外出は、 11時~ 11 時半と 17 時~ 17時半に
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※数字は 9カテゴ リーの活動分類。第IV- 1図を参照

9カテゴリーの活動の時間的lil移第[V-3図

筆者のアンケー卜調査資料

「家事Jの弱いピークがみられるのみである。 午前のピークは、 在宅の 「家事」

「余暇 」 や 「マスメディア 」 の時間待に移るときに生じている。午後が終わり、

のピ ー クは逆 に、 昼間の 「余暇 」が終わり夕方の 「家事」 に移る時に生じている 。

F型では、 10%以上の外出は、夕方の 「家事」 しか認められな L、。 これは、午前
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中の在宅の 「家事」が午後まで継続するためである。 しかし、 午後に在宅の 「家

事」 に従事する人の割合は 20%そこそこで、 「子供の世話Jや 「余暇」 に従事す

る人の割合も高い。これらの積々の在宅の活動と、 l7時ごろに始まる 「家事」の

問に外出の 「家事」の活動が行なわれる。

(3)外出先での活動と位置

次に、これまで明らかにしてきた各

類型の外出活動の特徴を、活動が行な

われる位置と関連づける。外出先で活

動が行なわれる位置は、居住者の白地

区、都心地区、その他地区の 3つに分

類した。手順としては、まず、第IV-

4図に示すように、名古屋市統計メッ

ゾュに対応する約 1x 1 kmのメッゾュルーυ

を地図にかけ、次に、調査票に記入さ、

れているトリップの目的地を図上で悶

定し、対応するメッシュコードを与え

た。 白地区は調査対象地区が含まれる

3つのメッシュ、都心地区は名古屋駅

から栄にかけての 9つのメッゴュ、そ

号11: 1 1 1.;' 
ぺ J/ι;i!， I jγ~ ， " r. 

… 
同寸下TTJl寸寸寸寸"

円十斗計件千++.~

ド科レレム.J.':
、d..::]二CJ〆J'ー、

τ~-. 

一

下"i

口自3也区 白都心i也区口その他地区

第rv-4図 活動位置の区分

の他地区はこの両者に含まれないメッシュ(市外を含む ) とした。

第 rv- 7表は、こうして分けた 3つの地区において外出時に行なわれた活動の

生起回数を示したものである 。 ただし、ここでも活動の分類は、第 rv- 6表と同

様に労働を仕事とその他の労働とに分割した。 A型では、他の類型に比べて都心

やその他地区で余暇が行なわれることが多い。 その他の労働は、上に指繍したよ

うに余暇と結びついて多目的トリップの中で行なわれると考えられるが、余暇と

比べると白地区で行なわれる割合が高まる。 B型では、仕事は白地区および都心

地区でおもに行なわれている。 C型については、その他の労働のかなりの部分が

自地区で行なわれる。しかし、都心地区やその他地区で行なわれる場合も少なか

らずある。 D型は A型に似て、白地区よりも白地区以外の地点で余暇活動が行な

われる場合が多し、。しかし、その他地区で余暇活動を行なう割合は A型よりもず

っと低くなっている。逆に、白地区でその他の労働を行なう制合は高くなってい
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第Wー7表活動ごとの外出先

仕事 その他の労働

A 白地区 2( l. 4) 26( 18. 2) 

都心地区 。(0 ) 6( 4.2) 
型 その他地区 。(0 ) 13( 9. l) 
B 白地区 91(29.2) 89(28.5) 

都心地区 42(13.5) 18( 5.8) 
脊畠d その他地区 5( l. 6) 15( 4.8) 

C 白地区 14( 2.4) 301(51.9) 

都心地区 2( 0.3) 64(1l. 0) 

型 その他地区 14( 2.4) 72( 12.4) 

D 白地区 3( 0.8) 139( 35. 7) 

都心地区 1 ( 0.3) 26( 6. 7) 

型 その他地区 1 ( 0.3) 24( 6.2) 

E 自地区 2( 1. 4) 88(63.8) 

都心地区 。(0 ) lC O. 7) 
型 その他地区 O( 0 ) 6( 4 3) 

F 白地区 4 ( 0.6) 4 38( 67. 9) 

都心地区 1 ( 0.2) IlC l. 7) 
型その他地区 8( l. 2) 35( 5.4) 

注 かっこ内は各類型の合計に対する%

資料。筆者のアンケート調査

余暇
26(18.2) 

17Cl[' 9) 
53(37. 1) 

29( 9. 3) 

6( l. 9) 
17( 5. 4) 

70Cl2. 1) 
18( 3. 1) 
25( 4. 3) 

95(24.4) 
42(10.8) 

58( 14.9) 

30(2[， 7) 
7( 5. 1) 

4( 2. 9) 

122( 18.9) 

10( l. 6) 
16(2.5) 

る。 E型と F型は非常に類似して、労働、その他の労働、余暇とも大部分が白地

区で行なわれる。

以上、 3つの側面から 1日の時間利用の中で生起する外出活動の特徴を各類型

について明らかにした。分析の次の段階では、多目的トリップの中での活動・位

置の結びつき、時刻、 トリップの前後の状況などの関連を調べることが必要とな

ろう。しかし、本章で用いたトリ ップに関するデータは、こうしたクロス表を作

成するには充分ではないため、外出行動に閲する分析は以上にとどめる。

本章において明らかとなった外出行動の特徴の主要な点をまとめて整湿したの

が第 IV-8表である。この表を示すことで、本節で行なった考察の安約に代える

こととする。

第IV-8表 類型別の外出行動の特徴

外出時間 サイクル数 多目的 外出時刻j 活動J内容 外出先
トリップ

A型 余暇大 多 多 9-20 「余暇f学習・参加」など その他地区。自地区
B型 労働大 多 :J;、 8-17・30 「仕事f家事jなど 白地区都心地区

C型 労働やや大 多 少 10:30-17 「家事」 白地区

D型 余暇大 多 多 9-17 「余暇I学習・参加」など 白地区，その他地区

E型 少 少
11-11:30 

「家事」 白地区17-17:30 

F型 少 少 16:30-17 「家事」 自地区
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5. 4週間 の活動

上の 第 3節 と第 4節では、 1 Bを分析 の単位とした 活動の分 析を 行なっ て きた。

本節では、 4週間の中で l日を単位とする時間配分の 6つの 類型がどの よ うに構

成されているかを考察する。

まず、第lV-3表にまとめられている個人ごとの時間利用類型に曜日ごとの規

則性がみられるか否かを検討する。 つまり、 l人の主婦につ いて28日間の連続し

た時間利用データがあり、それぞれの日には A- F'の類型が与 え られて いるが、

もし、特定の曜日にだけ特定の類型が出現しているな らば、こ の主婦は 長期的 に

みて活動の連続性に規則性が あると判断 される。

この検討の手順を、第lV- 5図の仮想、伊l

を基に説明してみよう 。 図では 28日間の記

録は金曜日に始まり木曜日に終わっている。

第 3週の月曜日は振替休日となって いるた

め、この日を第 6週の日曜日とみなした。

5日間の日曜日には、 A ・c・Eという 3

つの異なった類型が出現し、月略 日には D

.E .F'という 3つの類型 が 出現している。

そこで、同じ曜日に同 ーの類型が出現する

日 月 火 ホ 木 金 土

A E 

⑧ F E E A A E 
⑧ ⑧ E A F A E 
⑥ E E F A C F 
⑥ DIEIEIE 

※丸印は日曜日 ・祝祭日

第lV-5図 時間利用類型の述統の仮想、
度数を次の尺度で定義した。

s =2:2:6"， k > j 

ただし、この式で O i j /(は第 J週と第 k;担の活動類型が同 ー であれば l、異なって

いれば Oをとり、 I は曜日を示す。 上の仮怨伊jでは、 s ;の値は日曜日が 2、月曜

日が 0、火曜日が 6となり、日曜日から土曜日までの合計 5 2: 5 ，は 16と求めら

れる。 もちろん、この尺度は、 28日がし、くつかの呉なった時間利用類型から構成

され ているか、 それともほぼ一つの類型から構成されているかによって異なるた

め、単純な比較はできない。 そこで、 28日間の各類型の出現の 日数 (第lV- 5図

の例では、例えば A型が 6日、 C型が 3日など )を満たすと い う条 件の下 で、 A

-F'型の出現をシミュレーションによって再現した。 これは、眺日ごとの規則性

をもたないランダムな出現と考えられる。 こうして再現された 28日間の類型の述
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続についても前と同様に曜日ごとの同 一

類型の出現度数を計算した。 シミュレー

ゾョンを 100固くり返し、 100自の平均出

現度数百と実際の度数 sとを 27人につ い

てプロットしたのが第 IV-6図である。

この図において、t-t角線よりも左上に分

布する点が多いことから、曜日ごとの各

類型の出現には弱いながらも規則性が認

められる。

では、 4週間を通じた時間配分の特徴

30 

20 

-〆
10 

。τ。 10 20 30 吉
第IV-6図 時間利用類型の曜日

ごとの規則性

は認められないだろうか。第 IV-3表でみたように、個人ごとの 6類型の日数は

さまざまで、何ら明確な特徴は見出せない。 しかし、第 IV-9表のように、就業

状態別に第 IV-3表を集計すると、いくつかのことが読みとれる。 まず、無職の

人は、有職者・パートの人に比べて A. D・E型の占める比重が大きい。 そして、

B型の出現はほとんどみられない。 また、 F型の比重はかなり高 L、。一方、有職

第IV-9表 就業状態別の 6類型の日数

A型 B型 C型 D型 E型 F型
有職者 I4( 3.8) 32(30.5) 23(2[， 9) 9( 8.6) 7( 6.7) 30(28.6) 
ノぞー卜 I4( 2.9) 48(34.3) 34(24.3) 13( 9.3) 12( 8.6) 29(20 7) 
無職 I33( 6.8) 9( 1. 8) 124(25.5) 78(16.0) _53_(10.9) 190(39.0) 

注かっこ内は%
資料筆者のアンケート調査

者とノfー卜では、 6類型の出現にさほど差は見出せないように思われる。しかし、

労働時間の大きい B型と F裂の回数を合計すると、やはり有職者の方が上回る。

これらの点から、第 l表に示した就業状態別の時間利用は、種々の類型の組み合

わせをもっ 4週間の個人の時間利用の連続を平均したものでしかないことが分か

る。主婦を対象とした分析を行なう場合、このことはより意味をもっと思われる。

なぜなら、女性の労働市場への参加が増大している現在において、女性の雇用形

態は男性に比べて多様であり、多様化の動きは男性にも拡大しつつあるからであ

る(労働省， 1985)。こうした点を考慮すれば、第 IV-9表は次のように解釈される。

①就業状態によって、時間配分のプロジェク卜の組み合わせは異なる。 ②同じ就

業状態にある人でも、個人ごとのプロジェクトの組み合わせは大きく異なる。
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6 まとめ

本章では、時間地理学のプロジェクト概念を導入することによって、都市の内

部地域に居住する主婦の日常活動の構造の把握を目的とした分析を行なった。と

くに、外出行動を理解するには l回全体の活動の氾援が不可欠であるという観点

に立って、 1日を単位とする時間配分を分析の基礎におき、まず、主婦の l日の

時間配分の類型化を行ない、各類型の特徴を明らかにした。次 に、各類型ごとに

l日の中で生じる外出行動の特徴の把握を行なった。そして最後に、 1日単位の

時間配分のプロジェクトが、より長期にはどのような構成を示すのかの考察を行

なった。これらの 3つのレベルの考察から導き出された点は、以下のようにまと

められる。

第 lに、 1日の時間利用によって外出行動の生起する状況がかなり異なること

が明らかとなった(第lV- 8 ~長参照) 0 1日の時間利用と外出行動をそれぞれ上

位と下位のプロジェクトと考えると、たとえば「家事 」の外出は主婦全般に観察

される下位のプロジェクトであるが、その生起する時刻や場所、前後の活動は上

位のプロジェク トによって臭なる。ただし、 E型と F型の上位プロジェクトを比

べると、その差は小さい。

第 2に、上記の点を 4週間を通じた時間配分の特徴(第lV- 3表参照)と照ら

し合わせると、下位のプロジェクトの生起する状況は、同ーの主婦についてみれ

ば、かなり多様であると言える。すなわち、個人ごとの 4週間の時間利用のプロ

ジェクトの 構成は多様であり、かっ、下位のプロジェクトの生起する状況は上位

のプロジェクトにより異なるからである。ただし、第lV- 3表にもみられるよう

に、 4週間がほぼ同ーの時間利用のプロジェクトで機成される主婦もみられるこ

と、第lV- 6図にみられるように、曜日ごとの時間利用プロジェクトの出現に規

則性がみられることから、下位のプロジェクトの生起する状況が反復性を有する

場合もあるという留保をつけ加えなければならない。

第 W 章注

1) Cul1en et al. (1972)は、時間的 ・空間的に固定した活動が柔軟的な活動に優

先し、他の人と約束をした活動が l人で計図した活動やルーチン的活動、予期し
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なかった活動に優先するとの仮説を提示しているが、技術上の困難さから十分に

は検討されていない。

2)例えば、杉浦(1985)や櫛谷(1985)などを参照されたい。

3)家庭の中での主婦の役割に関する議論は、伊藤ほか (983)や春日 (984)を参

照した。

4) 27人のサンプルの個人および世待の属性は以下のとおりであった。

①年齢 20歳代 3人、 30歳代 17人、 40)歳代 2人、 50歳代 2人 ②同居する殺の

有無 有 7人、無 20人 ③同居する子供の有無 有23人(うち小学生未満の幼児

をもっ母親 14人)、無 4人 ④居住年数 5年未満 10人、 5 年~ 9年 8人、 10年

以上 9人 ⑤自動車の保有 有 20世帯、無 7世帯 ⑥就業状態 フルタイム雇用

者 l人、家族従業者 2人、パートタイマー(内職を含む) 5人、無職 19人。

5)経済企画庁国民生活局 (975)では、おもに第 I章の松山調査の部分がalaiO

972)のカテゴリーに従ったコード化を用い、国際比較を行なっている。

6 )経済企画庁の労働・媛限・余暇の 3分類は、第日章の神戸調査の部分で用い

られている。この調査は必ずしも Szalai(1972)のコード化とは対応していないた

め、第rv-1図のカテゴリーとも若干の食い違いがみられる。 たとえば、経済企

画庁の分類では、通勤時間 ・仕事中の休憩等は労働時間に含まれていないが、本

章ではこれらを労働時間に含めた。また、睡眠時間は、 24時聞から起床時間を引

いたものであり、経済企画庁の 18の定義(0 時~ 24時)とは異なる。
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